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１ はじめ
 

 

１ はじ
 

当社は、

せ、お客様

函館線大沼

地域の皆様

には国土交

督命令」（以

しての基本

ここにあら

おりますこと

事業改善

最重点の取

と修繕に関

基準・判断

を徹底する

革及び安全

しかしな

事象を発生

承していくと

継続して確

また、これ

皆様、国や

道輸送サー

最後にな

ます。ご一

 
 
 
 

に 

じめに 

平成 23 年

様の信頼を大

沼駅構内貨物

様からの信頼

交通大臣より

以下、事業改

本的な資質を

らためまして

とを深くお詫

善命令・監督

取り組み計画

関する 5 年間

断基準である

るための行動

全基盤の再構

がら、事業改

生させてしまっ

とともに、一

確認を行い、

れらの安全な

や自治体など

ービスを提供

なりますが、こ

一読いただき

5 月 27 日に

大きく損ない

物列車脱線事

頼を失う事態

り「輸送の安

改善命令・

を一から問わ

て、お客様、

詫び申し上げ

督命令を受け

画として「事業

間の計画」を

る安全の基本

動指針「私た

構築に取り組

改善命令・監

った会社とし

一連の事故・

課題がない

な鉄道の再生

ど多くの皆様

供できる鉄道

この安全報告

き、忌憚のな

に石勝線列車

ました。さら

事故及び線路

となりました

全に関する事

監督命令）

れました。

地域の皆様

げます。 

け、当社は、

業改善命令

を策定しました

本方針「JR

ちの誓い」を

組んでおります

監督命令を受

しての背景、

事象を受け

いかあらゆる角

生に向けた取

様にご理解とご

会社への再

告書には、鉄

ないご意見を

－1－ 

車脱線火災事

らに、平成 2

路未補修・

た。これら一

事業改善命令

を受け、輸

様、関係機関

JR 北海道再

令・監督命令

た。また、平

北海道 安全

を制定し、安

す。 

受けてから 4

それを許容

け行った対策

角度から検証

取り組みの前

ご協力をいた

再生を目指し

鉄道の安全の

を賜りますよう

事故を起こし

25 年には、車

検査データ

連の事故、

令及び事業

輸送の安全確

関の皆様に大

再生推進会議

令による措置

平成 27 年度

全の再生」及

安全とコンプ

年以上が経

容した当時の

策について、

証し、確実に

前提となる経

ただきながら

し、全社一丸

の確保のため

うお願い申し

北海道
代表取
島⽥

し、その後も

車両トラブル

タ改ざんが判

トラブル等に

業の適切かつ

確保が至上命

大変なご迷惑

議の提言に基

を講ずるため

度にはお客様

及び安全最優

プライアンスを

経過している

の企業風土を

その浸透度

に推進してま

経営基盤の強

ら、将来にわ

丸となって取り

めの当社の取

し上げます。

道旅客鉄道株
取締役社⻑ 

⽥ 修 

安全報

も様々な事故

ルを連続して

判明するなど

に対して平成

つ健全な運営

命題である鉄

惑とご心配を

基づき、平成

めの計画」、

様の命を守る

優先・コンプ

を柱とした企

ることから、一

を決して忘れ

度や実行度合

まいります。 

強化について

わたり継続し

り組んでまい

取り組みを記

 

平成

株式会社 
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故等を発生さ

て発生させ、

ど、お客様、

成 26 年 1 月

営に関する監

鉄道事業者と

をおかけして

成 26 年度に

「安全投資

るための行動

プライアンス

業風土の改

一連の事故・

ず確実に伝

合いについて

ても、地域の

して安全な鉄

いります。 

記載しており

成 30 年 6 月
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さ
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に
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ス

改
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て

の

鉄

り

 



２ 安全⽅針

 

２ 安全

２－１ 安
当社は

 
１．安全
２．安全

不断
３．確認
４．安全

なら
５．疑わ

みち

２－２ 
 「安全
シンプル
心に据え

この「
「JR 北海
資質を問
らは全社

さらに、
最優先」
行中に異
て社内で
全の再生

【 「JR 北
○「安全」

を絞ら
は無限

○「安全」
れた使命

○ＪＲ北海
－安全
－「絶
－ミス
－現場
－設備

う。
○命を守
 －実際
○現地の状

 

 

 

 

 

 

 

針 

全⽅針 

安全綱領 
は、「安全綱

は、輸送業務
の確保は、規
の修練によっ
の励⾏と連絡
の確保のため
ない。 
しいときは、
を採らなけれ

「JR 北海道
全綱領」に加

にまとめた
え、安全の再

JR 北海道 安
海道 安全の

問われることに
社員を対象と

、平成 30 年
という考え方

異常が感じら
で共有しました
生」に「現地

北海道 安全
」は最初から
なければ「安
の道になる。
」とは「命を
命の重みを深
海道として安

全確保の基準と
対に守るべき

スがあることを
第⼀主義・三
投資、修繕の
 
るため、「安
は⼤したこと
状況は現地に

領」として、

務の最⼤の使
規程の遵守及
って築きあげ
絡の徹底は、
めには、職責

⼿落ちなく
ればならない

道 安全の再
加え、安全に
「JR 北海道

再生に取り組
安全の再生

の再生」に記載
になった原点
した安全研修

年には石勝線
方について、

られたにもかか
た。また、実際

地の判断が最

の再⽣」の⾻
ら存在するも
安全」は実現

 
を守る」こと
深く胸に刻み
安全を最優先
となるルール
き安全の基準
を前提にバッ
三現主義を実
の充実を図る

安全第⼀、安定
とはなく何も
にしかわから

社員が常に

使命である。
及び執務の厳正
げられる。 

安全の確保に
責をこえて⼀致

く考えて、最も
い。 

再⽣」 
に関する基本
道 安全の再生

んでいます。
」の浸透に向
載しているこ
点を忘れず風
修で「JR 北海

線列車脱線火
、東海道・山
かわらず列車
際の場面に遭
最優先」であ

⾻⼦ 】 
のではなく、

現できない。

であり、「お
み込まなければ
先とする業務の
ルをＰＤＣＡサ
準」を維持する
ックアップを図
実践し、現場⼒
る。そのため、

定第⼆」「危な
もなかったと
らない。現地の

－2－ 

に心がけるべ

正から始まり

に最も⼤切で
致協⼒しなけ

も安全と認め

本方針として、
生」を策定
。 
向け、平成

ことについてデ
風化させない
海道 安全の
火災事故の教
山陽新幹線
車を止められ
遭遇した場合
あることを明記

現場第⼀線
この過程は終

お客様の命を守
ばならない。
の進め⽅ 
サイクルを繰
る。 
図ることで重
⼒を発揮でき
安全を第⼀

ないと思った
しても、責め
の判断が最優

べき安全に関

り、 

である。 
ければ 

められる 

、平成 27 年
し、すべての

28 年に「安
ディスカッシ
い取り組みを

の再生」の考え
教訓として社
の新幹線台

れなかった事
合に社員がよ
記しました。

線から経営トッ
終わり無く続

守る」「社員の
 

繰り返すこと

重⼤な事故を
きる取り組み

⼀に優先順位の

たらすぐに列
められること
優先である。

関する規範を

年 9 月に安全
の社員の行動

安全再生の日
ションを行うな
を行っています
え方について

社内で共有し
台車き裂による
事象が発生し
より実践しや

 

ップまで⼀⼈
続くことであり

の命を守る」

とで定着してい

を未然に防ぐ。
みを⾏う。 
の低いことを

⾞を⽌める」
はない。 
 

「J
の

安全報

を定めていま

全の本質に関
動基準・判

日」を制定し
など鉄道事業

ます。また、平
て習得を図っ
してきた「現

る重大インシ
したこともあり

やすいよう「JR

⼈ひとりが努
り、「安全の

という私た

いく。 

。 

をやめる判断

」を実践する

JR 北海道 安全
のリーフレット

報告書 2018

ます。 

関わる内容を
断基準の中

し、全職場で
業者としての
平成 29 年か
っています。
地の判断が

シデントで走
り、あらため
R 北海道 安

努⼒し、知恵
取り組み」

ちに課せら

を併せて⾏

る。 

全の再⽣」 
ト 
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を

で
の
か

 
が
走
め
安



２ 安全⽅針

 

 
 
 
 
 
 
 
 
２－３ 

お客様

成 27 年

制定から

組みを紹

これま

を実施し

・お客様
・「安全第
・JR 北海

社会のル
・「お客様
・「確かな
・「鉄道は
・「⼀⼈ひ

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

針 

「私たちの
様の安全を最

4 月 1 日に社

ら 1 年が経過

紹介した冊子

まで、「私たち

しています。 

の命を守りま
第⼀、安定第
海道社員とし
ルールを守り

様あっての私
な技術⼒」⾝
はチームワー
ひとりが JR 北

安全の年

安全の

安
基本

安
⾏

の誓い」 
最優先にする

社員一人ひと

過したことを機

子を作成し、全

ちの誓い」の

ます。社員の
第⼆」 危ない

ての⾃覚を持
ります。会社

私たち」 感謝
⾝につけ、磨き
ーク」 お互い
北海道」 誇

年度ごとの計画 

の中期計画 

安全の 
本的な⽅針 

安全の 
⾏動規範 

ること及びコン

とりがとるべ

機に「私たち

全社員へ配

の浸透を図る

の命を守ります
いと思ったらす
持って⾏動し

社のルールを守
謝を忘れず仕事
き、伝えます

い声をかけ合い
りを持って仕

「安全に関する⽅

年

－3－ 

 
ンプライアン

べき行動を定

ちの誓い」の

配付しました。

るため、朝礼

す。 
すぐに列⾞を

します。 
守ります。
事をします。

す。 
い、進んで協

仕事をします

 

「安全第⼀、
この条項を

⽅針・計画」の

年度の「
年度の設備投資

「安全投資と修

ンスを徹底する

定めた「私たち

の各項目が制

 

礼時の唱和や

を⽌めます。

 

協⼒します。
す。 

安定第⼆」危な
を実践する取り組

体系 

「安全綱

経営計画」の「
計画・修繕費の

「措置を講ずるた
修繕に関する５年

「JR 北海道 安

るための具体

ちの誓い」を制

制定された背

や意見交換会

 

 

「私たちの誓

ないと思ったら
組みを記載して

綱領」 

「安全の再⽣」の
の計画（安全に関

ための計画」 
年間の計画」の

安全の再⽣」 

安全報

体的行動指針

制定しました

背景や実践に

会の開催など

誓い」の冊⼦ 

らすぐに列⾞を⽌
ています。 

の項⽬ 
関する部分） 

の項⽬と費⽤ 

報告書 2018

針として、平

た。その後、

に向けた取り

どの取り組み

⽌めます。
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平

り

み



３ 安全管理
 

 

３ 安全

３－１ 輸
 当社は

輸送の安

を図ること

 

〔運転管
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

〔施設・
 

 

 

 

 

 

 

 

 

社　　

理体制 

全管理体制

輸送の安全
は輸送の安全

安全を確保す

となど、安全

管理体制図〕

⾞両の管理

長

社　　長

制 

全を確保する
全を確保する

するために遵

全マネジメン

 

理体制図〕 

安 全 統 括

( 鉄 道 事 業

総 務

総合企画

監 査

財 務

長
安

(

るための管
るため、鉄道

遵守すべき事

ント態勢の構築

括 管 理 者

業 本 部 長 )

部 長

画本部長

部 長

部 長

安 全 統 括 管

鉄道事業本

－4－ 

管理体制 
事業法に基

事項を定め、

築を目的とし

者

)

運

（ 運

管 理 者

本部長)

づき安全管

安全管理体

しています。

車 両

転 管 理

運 輸 部 長

駅 業 務

運 輸

安 全 推 進

支 社

工 務

電 気

支

車

工

電

理規程を定

体制を確立し、

 

部 長

理 者

長 ）

務 部 長

部 長

進 部 長

社 長

部 長

部 長

社

両 部

務 部

気 部

安全報

めています。

し、輸送の安

乗務員指

長

長

長

長

報告書 2018

。同規程は、

全性の向上

指導管理者
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上



３ 安全管理
 

 

〔主な管
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

３－２ 安
○安全推

鉄道の

検討し、

に推進す

ます。 

安全推

延が生じ

他社で発

徹底的に

また、安

にトレース

 

○安全推
安全推

き内容の

取り上げ

再発防止

インシデン

 

○安全推
系統ご

会及び各

討した事

す。会議

 

社　

乗務員指

安 全 統

運 転

理体制 

管理者の責務

安全管理に
推進委員会

の事故防止及

安全確保上

することを目的

推進委員会で

じていなくても

発生した重大

に原因を究明

安全推進委員

スを行い鉄道

推進会議 
推進会議を各

の徹底した検

げなかった事

止策の検討を

ントについて

推進委員会
ごとに安全推

各系統の安全

事故・事象につ

議には関係す

　　長

指導管理者

統 括 管 理 者

管 理 者

務〕 

に関する会議
会 
及び労働災害

上有効かつ適

的として本社

では鉄道運転

も重大な事故

大事故・イン

明し再発防止

員会で策定

道運転事故等

各系統に設置

検討を行ってい

象のうち重要

を行うとともに

ても討議を行

会専⾨部会 
推進委員会専

全推進会議

ついて、現場

するグループ

輸送の安全

者
自箇所に所
関する業務
者に報告し

者
輸送の安全
輸送の安全
対して、輸

者

輸送の安全
その他運転
輸送の安全
等に指示し

議等 

害防止に関す

適切な対策を

社に安全推進

転事故、イン

故に至る可能

ンシデントにつ

止策の検討を

した再発防止

等の再発防止

置し、安全推

います。また

要なものにつ

に、他社で発

行っています。

専門部会を設

で原因を究

場長と専門的

プ会社も出席

全を確保する

所属する乗務
務を行い、資
します。

全を確保する
全の状況を把
輸送の安全の

全を確保する
転に関する業
全の確保に関
します。

－5－ 

する事項を総

を策定し、こ

進委員会を設

ンシデント、

能性がある事

ついて調査

を行っています

止策について

止を図ってい

推進委員会で

た、安全推進

ついて原因を

発生した重大

。 

設置し、安全

究明し再発防

的な議論を行

席しています。

るための業務全

務員の適性、知
資質の充足状況

るための業務
把握し、必要
の確保に関す

るための業務
業務を総括し
関する業務の

総合的に

これを強力

設置してい

列車に遅

事象及び

・審議し、

す。 

ては、その取

います。 

で議論すべ

進委員会で

を究明し

大事故及び

全推進委員

防止策を検

行っていま

。 

全般を総理し

知識、技能そ
況を定期的に

について、各
により社長、
る意見を述べ

のうち、運行
ます。
うち、運転に

取り組み状況

安

⼯務

安全推

します。

その他の資質
に確認し、必

各管理部門を
、運転管理者
べます。

行計画や乗務

に関する業務

安全報

況を「半年後

安全推進委員会

務部安全推進会

推進委員会駅専⾨

質の維持及び
必要に応じ運

を統括管理し
者及び関係部

務員の資質の

務について関

報告書 2018

後」「2 年後」

議

⾨部会

び向上に
運転管理

します。
部長等に

の維持、

関係部長
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３ 安全管理
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

３－３ ⾃
平成 2

ックシー

各主管部

また、

全推進委

か監査部

（駅

○開催
○構成
　　　

※「安全
全推進
議を⾏
す。 

理体制 

⾃主監査体
26 年度より

トに基づき、

部が実施状況

安全推進部

委員会に報告

部が各主管部

安全
駅、運輸・

催　毎月１回
成　各系統の主

　グループリ

全推進会議」は
進委員会専⾨部会
⾏う場であるこ

体制の整備 
「現場長によ

法令及び社

況の確認を行

部が現場長自

告しています

部及び安全推

全推進会議
車両、工務

主管部長、課長
リーダー等

、「安全推進委員
会」に諮るにあた

ことから、点線で

よる自主監査

社内規程に則

行っています

自主監査の実

す。さらに、こ

推進部の取り

務、電気）

長、

員会」及び「安
たっての事前討
で結んでおりま

⾃主監

－6－ 

査」を実施して

則って業務を

す。 

実施状況を確

これらの自主

り組み状況を

安
討
ま

監査チェックシー

ています。現

行っているか

確認し、現場

主監査の取り

を確認し、社

○開催　毎月
○構成　部会

　　　参加
　　　　 　

○開催　毎月
○構成　委員

　　　委  

安全
（駅、運

ートの例

現場長が系統

か等について

場長及び主管

り組みが有効

社長に報告を

月１回
会長：各系統の
加者：関係課長

　  グループ

現業機

取締役

経営会

安全推進委

月２回、必要に
員長：社長
 員：役員、部

全推進委員会
運輸・車両、

安全報

統ごとに定め

て自箇所の点

管部による是

効に機能して

を行っていま

の主管部長
長、現場長、
プ会社事故防止

機関

役会

会議

委員会

により臨時開催

部長、支社長等

会専門部会
、工務、電気

報告書 2018

められたチェ

点検を行い、

是正状況を安

ているかどう

ます。 

止担当者

催

等

会
気）
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ェ

安

う



４ JR 北海
 

 
 

４ JR 北

４－１ J
第三者

行うととも

再生推進

就任して

現在、

令による措

である「

たもので

状況につ

す。 

JR 北海

の取り組

○委員  

     

     

     

     

     

     

（メンバー

 

 

４－２ J
「JR 北

議」とし

現在当社

いて取り

 

 

 

 

 

 

 

 

海道再⽣推進会

北海道再

JR 北海道再
者による外部

もに将来に向

進会議を設置

ていただいて

当社が安全

措置を講ず

「JR 北海道 

です。また、

ついても、そ

海道再生推進

組みについてご

議長 宮原 

   桶谷 

   上浦 

   國廣 

   高橋は

   高向 

   向殿 

ー・役職は平成

JR 北海道再
北海道再生推

して当社に提

社では、この

り組んでおり

会議

⽣推進会

再⽣推進会
部からの視点

向けた追加対

置しました。委

おります。 

全な鉄道の再

るための計画

安全の再生

「事業改善命

の都度、委員

進会議は、こ

ご助言・ご提

耕治 日本郵

 治 桶谷法

正樹 北海学

 正 国広総

はるみ 北海道

 巌 北海道

政男 明治大

成 30 年 4 月時点

再⽣のため
推進会議」で

提起すべき内

の提言書に基

ります。 

宮原議⻑から J

会議 

会議 
点に基づき、

対策等の提案

委員には、安

再生に向け最

画」、「安全投

生」について

命令・監督命

員の皆様か

これまで 12

提言をいただ

郵船相談役 

法律事務所弁護

学園大学教授

総合法律事務所

道知事 

道商工会議所連

大学名誉教授

点のものです）

めの提⾔書
での議論を踏

内容をまとめ

基づき、安全

JR 北海道再⽣の

  －7－ 

再生に向け

案をいただく

安全マネジメ

最重点計画と

投資と修繕に

ても、JR 北海

命令による措

らご意見をい

回開催し、会

だいておりま

護士 

所弁護士  

連合会名誉会頭

 

（概要）
踏まえ、平

めた「JR 北

全な鉄道の再

のための提⾔書を

けて安全対策

くことを目的に

メント、コンプ

として取り組

に関する 5 年

海道再生推進

措置を講ずる

いただいた上

会議のほか

ます。 

頭 

平成 27 年 6 月

北海道再生の

再生及びその

提⾔書を受

を頂戴しました

策等の実行に

に平成 26 年

プライアンス

んでいる「事

年間の計画」

進会議で審議

るための計画

上、国土交通

現地調査も

月 26 日に

のための提言

の前提となる

受けた取り組みの

安全報

に関して監視

年 6 月 12 日に

スなどの有識

事業改善命

」及び安全

議をしていた

画」の四半期

通大臣に報告

8 回行い、

「JR 北海道

言書」を頂戴

る経営基盤

の状況報告を受け

報告書 2018

視し、助言を

に JR 北海道

識者の方々に

令・監督命

の基本方針

ただき策定し

期ごとの進捗

告しておりま

当社の安全

再生推進会

戴しました。

の強化につ

ける委員の⽅々
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を

道

に

命

針

し

捗

ま

全

会

つ



４ JR 北海
 

 
 

【提⾔書
・事故

業⾵
つま
真因

 
【再⽣推

・経営
・経営

現場
・安全
・⽼朽

現場
・経営

不⾜
 

【問題認
・これ
・安全

る。
・事故

満た
いよ

・慢性
ない
をお

 －当
 －⼟
 －地
  特

なっ
つい
の⽬

・JR 北
 

 

 

 

海道再⽣推進会

書の概要】 
故・インシデ
⾵⼟とあわせ
まり国鉄分割
因である。こ

推進会議が真
営幹部による
営幹部はスピ
場の実態を把
全に関するコ
朽更新の先送
場にあきらめ
営安定基⾦運
⾜していた。

認識に対応す
れまでの経営
全の⼟台は誇

 
故等の原因究
たすべき安全
ようなバック
性的な⾚字を
いため「選択
お願いする。
当⾯必要とな
⼟⽊構造物の
地域ごとの総
特に、全国を
って、鉄道や
いて関係者が
⽬指す姿を検
北海道に残さ

会議

デントの連続
せて、経営環
割⺠営化以来
このため、真

真の問題点と
る「安全最優
ピードアップ
把握せず、収
コンプライア
送り等により
め感が蔓延し
運⽤益減少及

 

する再⽣推進
営の失敗を認
誇りと安全意

究明は、責任
全基準に達し
クアップシス
を解消するた
択と集中」が

 
なる安全投資
の⽼朽化対策
総合的な交通
を上回るスピ
やバスなど事
が認識を共有
検討する場が
された時間

続並びにデー
環境の悪化な
来蓄積した構
真因にまで踏

と認識した事
優先」はかけ
プへの投資等
収⽀上の数字
アンスの取り
り設備が劣化
した。 
及び利⽤者の

進会議の提⾔
認め、安全に
意識であり、

任追及ではな
していない場
ステムが不可
ためには、構
が必要だ。事

資や修繕の資
策についての
通体系のあり
ピードで⼈⼝
事業者の厳し
有しつつ、そ
が必要である
は短く、限

  －8－ 

ータ改ざんは
など構造的
構造的な問題
踏み込んだ提

事項】 
け声倒れで具
等を優先す
字合わせに終
り組みは効果
化したが、

の⻑期減少等

⾔】 
に対する価値
JR 北海道は

なく、再発防
場合は運転中
可⽋である。
構造的な問題
事業を維持す

資⾦について
の国⺠的課題
りかたの議論
⼝減少・⾼齢
しい経営状況
それぞれの地
る。 
られた時間

は、経営判断
な問題の帰
題であり、JR
提⾔が必要で

具体策が伴っ
るあまり、
終始した。
果を⽣んでい
現場は本社

等により、安

値観を明確に
は社員のプロ

防⽌対策を講
中⽌等の判断
。 
題にまで切り
するため、国

ての国による
題としての議
論 
齢化が進む北
況も含め、交
地域特性に応

間で経営改⾰

断の誤りの蓄
帰結として必

R 北海道とい
である。 

っていなか
安全対策を

いなかった
社に要望して

安全確保のた

に⽰す。 
ロ意識を企業

講ずることを
断を⾏う。ミ

り込まなけれ
国、⾃治体、

る財政的⽀援
議論 

北海道では、
交通を取り巻
応じた持続可

⾰を断固進め

安全報

蓄積、⾵通
必然的に発⽣
いう企業の

った。 
を後回しにし

。 
ても予算措置

ための資⾦

業⾵⼟とな

を⽬的とす
ミスが事故

れば事業の
、地域の皆

援 

、地⽅⾃治
巻く⼤きな
可能な地域

めなくてはな

報告書 2018

しの悪い企
⽣したもの、
制度疲労が

した。また、

置がされず、

が決定的に

るまで⾼め

る。最低限
に繋がらな

継続ができ
様に次の点

体が中⼼と
環境変化に
公共交通網

ならない。
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４ JR 北海
 

 
 

４－３ J
JR 北海

生推進会

場管理者

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

４－４ J
  平成 2

体系のあ

道民、知

当社と

的で持続

みを進め

第 11 回 J
⽊古

第 10 回 JR
常紋ト

海道再⽣推進会

JR 北海道再
海道再生推進

会議の審議を

者との意見交

JR 北海道再
29 年 12 月

あり方を 1 年

知事、市町村

としましては

続可能な交通

めてまいりま

JR 北海道再⽣推
古内駅構内三線分

R 北海道再⽣推進
トンネルにおける

会議

再⽣のため
進会議が「J

を経て当社が

交換や現地調

再⽣推進会
6 日に JR 北

年以内に明確

村長、国土交

は、これまで

通体系が実現

ます。 

推進会議（平成 2
分岐器機能検査

進会議（平成 28
る⽼朽⼟⽊構造物

めの提⾔書を
JR 北海道再

が策定した計

調査も行い、

会議有志の⽅
北海道再生推

確な形で示

交通大臣あて

で線区ごとに

現できるよう

29 年 5 ⽉ 24 ⽇
査の現地調査 

8 年 10 ⽉ 24 ⽇
物の現地調査

  －9－ 

を受けた取
再生のための

計画の実施状

ご確認いた

  

⽅々による
推進会議有志

示すことを強

てに出され

に協議をお願

う順次協議を

第⽇） 

⽇） 

取り組みの実
の提言書」で

状況について

ただいてお

る声明 
志の方々から

強く求める」

ました。 

願いし、地域

を行ってま

第 12 回 JR 北海
札幌信

第 11 回 JR 北海
⽊古内新幹線保

実施状況の
で提起した内

て、年 2回

ります。 

ら「地域に適

との内容の

域の皆様に

いりました

道再⽣推進会議
信号通信所の管理

海道再⽣推進会議
保守基地における

安全報

の確認 
内容並びに J

の会議に合

適した持続

の声明が当社

とってより

が、引き続

議（平成 29 年 1
理者との意⾒交

会議（平成 29 年
るレール削正作業

報告書 2018

JR 北海道再

合わせて、現

可能な交通

社をはじめ、

便利で効率

続き、取り組

10 ⽉ 23 ⽇）
交換

5 ⽉ 24 ⽇）
業の現地調査
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５ 安全確保
 

 

５ 安全

５－１ 安
（１）安全

①安全研
社員の

ー移転に

 安全研

構内貨物

らを起こし

て生かし

もとに策定

たらすぐに

 安全意

務をあらた

【安全研
「安全意

・「安全
課せ

・「安全
基準

「安全コ
・安全

るこ
・「⾃⾝

「使
 安全研

実物に触

体得させ

しての背

ととして考

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

３つ

保のための取

全確保のた

安全意識を
全意識を⾼
研修館での

の安全意識を

に伴い新研修

研修館では、

物列車脱線事

してしまった

し繰り返さない

定した安全の

に列車を止め

意識の醸成と

ためて認識し

研修の研修⽬
意識」の醸成
全」とは「命

せられた使命
全第⼀、安定

準、判断基準
コンプライア
全はできる範
ことから、安
⾝の仕事の役

使命感」を育
研修の特色と

触れることによ

せています。

背景・教訓に

考えさせてい

つの重⼤事故を

取り組み 

ための取り

を⾼め安全⾵
⾼め安全⾵⼟
の安全研修の
を継続して高

修センター内

全社員を対

事故及び線路

た「会社として

いための教育

の基本方針

める」「現地

と合わせて、

し互いに認め

⽬的】 
 

命を守る」こ
命であるとの認
定第⼆」「危な
及びとるべ

アンス意識」の
囲でやるので

安全に関する
役割と責務」

育む。 
として、事故

より、お客様

また、事故

について学び

います。 

を学ぶゾーン 

り組み 

⾵⼟を醸成
⼟を醸成す
の実施 

高め、安全を

内に「安全研

対象に安全研

路未補修・検

ての背景」

育を行ってい

「JR 北海道

地の判断が最

その前提と

め合うことで

ことであり、
認識を共有す
ないと思った
き⾏動を⾝に
の醸成 
ではなく「絶
コンプライア
を認識させ

故当時に現場

様の心情や事

・事象の原

び、自分の業

－10－

成する取り組
する取り組み

を最優先とす

研修館」を開

研修を実施し

検査データ改

や「当時の

います。また

道 安全の再生

最優先である

となる誇りを使

で醸成を図って

「お客様の命
する。 
たらすぐに列
につける。

絶対に守るべ
アンス意識を

せることによ

場に居合わせ

事故当時の状

原因・対策を

業務にどのよ

「背景

組み 
み 

する企業風土

開設しています

し、石勝線列

改ざん等の一

の企業風土」

た、安全研修

生」の「安全

る」など柱と

使命感につ

ております。

命を守る」「

列⾞を⽌める

べき安全の基
を醸成し、メ

より、鉄道⼈

せた社員・関

状況、事故

を学ぶことはも

ように生かして

景」「メッセージ

土を醸成する

す。 

車脱線火災

一連の事故

を決して忘

では、一連

全第一、安定

なる考え方を

いて、それぞ

 

「社員の命を

る」という「

基準」を維持
メンテナンス
として鉄路を

関係者の体験

・事象の重大

もとより、事

ていくのか他

（教訓）」のグラ

安全報

るため、社員

災事故から函

・事象を振り

れることなく

の事故・事

定第二」「危

を根付かせて

ぞれの仕事

を守る」こと

「命を守る」

持することが
スの重要性を
を守る「仕事

験談を聞くこ

大さについて

事故・事象に

他人事ではな

ラフィックパネル

報告書 2018

員研修センタ

館線大沼駅

り返り、これ

く、教訓とし

象の反省の

危ないと思っ

ています。

事の役割と責

とが私たちに

ための⾏動

が⼤前提であ
を理解する。
事への誇り」

ことや事故の

て身をもって

に至る会社と

なく自分のこ

ル 
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と

こ



５ 安全確保
 

 

②安全研
事故の

った事例

った事例

います。

また、

訓練等に

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

③「安全
一連の

業者とし

石勝線列

生の日」

道 安全の

カッション

ない取り

 

 

④膝詰め
 平成 2

幹部が現

膝詰め対

安全に関

幹部から

膝詰め

解決に向

参加しま

 

 

安全

保のための取

研修館事故
の再発防止や

例、自社では

例について技

 

これらの事故

においても社

全再⽣の⽇
の事故・事象

しての資質を

列車脱線火災

とし、その

の再生」に記

ン等を行い、

り組みを行って

め対話の実
23 年度から

現場に出向き

対話を実施し

関する会社の

ら直接説明し

め対話により

向け取り組ん

ました。 

全研修館内の過去

取り組み 

故事例の教育
や未然防止、

重大な事故

術研修で習

故事例は社内

社員への教育

⽇」の取り組
象を連続して

を一から問わ

災事故の 5 月

前後の月に

記載している

一連の事故

ています。 

実施 
ら社内に安全

き安全につい

しています。

の考え方や会

しています。 

明らかになっ

でいます。平

去の事故事例を学

育 
労働災害防

故や死亡労働

得し、事故

内イントラネ

育を行っていま

組み 
て発生させ、

われる契機と

月 27 日を「

全職場で「

ることについて

故・事象を風

全風土を醸成

いて現場社員

膝詰め対話

会社の経営状

った現場の課

平成 29 年度は

学ぶコーナー

－11－

防止に向け、

働災害に至ら

故防止を指導

ネットで閲覧す

ます。 

鉄道事

となった

「安全再

「JR 北海

てディス

風化させ

成することを目

員との意見交

話では意見交

状況等につい

課題は社内で

は約 2,700 人

自社のルー

らなかったが他

導する管理者

することがで

目的に経営

交換を行う

交換に加え、

いても経営

で共有し、

人の社員が

電⼦パネル

ールや取り扱

他社では重

や事故防止

できるようにな

⼩樽運

ルによる事故事例

保線現

安全報

扱いを策定す

大事故や死

止担当者の育

なっており、

樽運転所での膝詰

例の画⾯の⼀例

現場でのディス

⽯勝線
事故現

報告書 2018

する契機とな

死亡労災に至

育成を行って

現場の指導

詰め対話

 

スカッション

線列⾞脱線⽕災
現場での訓練会
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至

て
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５ 安全確保
 

 

⑤安全キ
 職場で

という 2 つ

む「安全

 他の職

の自主性

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

⑥⾮懲罰
平成 2

「事象」

事故と

事象は原

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

⑦事故
鉄道運

象（危険

かった事

策を検討

これら安

【取
送
で
夏

保のための取

キャンペー
での自発的な

つの視点で問

全キャンペー

職場の参考と

性と問題意識

罰的な報告
26 年度から

をすべて報

と事象の報告

原則処分の対

・事象及び
運転事故、イ

険事象）につ

事象のうち重要

討しています。

安全推進委

り組みテーマ】
送電障害による列
での熱中症リスク
夏季安全キャン

取り組み 

ーンの実施 
な取り組みを

問題意識を持

ン」を実施

となる取り組

識を引き出す

告制度の導⼊
「危険の芽」

報告する事故

告制度は、あ

対象としない

びヒヤリハッ
インシデント及

ついては安全

要なものにつ

。 

委員会及び安

 
列⾞の空調停⽌ 
クを防⽌ 等 
ンペーン 

を育てるため、

持って職場の

しています。

みは、安全

す形で課題の

⼊ 
を見逃さな

故と事象の報

りのまま報告

い非懲罰的な

ット情報の
及び列車に遅

全推進委員会

ついては各系

安全推進会議

【取り組みテ
⾃箇所の作

事故報

－12－

、社員が自発

の課題を考え

 

全推進委員会

の解決が行わ

ないために、列

報告制度を導

告する文化を

な報告制度と

の活⽤による
遅延が生じて

会で、鉄道運

系統の安全推

議において原

テーマ】
作業⾵景を⽤いた

報告制度のリー

発的に「お客

え、自箇所の

会等で社内に

われた取り組

列車の運休

導入しています

を醸成するた

としています。

る再発防⽌
ていなくても

運転事故、イ

推進会議で、

原因を究明し

た KYT で安全意

冬季安全

フレット

客様の命を守

の課題を設定

に水平展開し

組みに対しては

や遅延等関

す。 

ため故意また

。 

⽌の取り組み
も重大な事故

インシデント

、それぞれ原

し再発防止策

意識の向上を図る

全キャンペーン

安全報

守る」「社員の

定し、問題解

しています。

は、表彰を行

関係なく発生し

たは重大な過

み 
故に至る可能

ト及び危険事

原因究明及

策を検討した

る取り組み 等

ン  

報告書 2018

の命を守る」

解決に取り組

また、社員

行っています

した「事故」

過失を除いた

能性がある事

事象に至らな

び再発防止

事故・事象
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５ 安全確保
 

 

について

なお、安

にトレース

さらに、

ても「ヒヤ

取り組み

 

 

 

 

 

 

 

 

（２）技術
 当社で

て行い、

また、

を実施し

①集合研
鉄道の

ーにおい

基礎教

及び知識

さらに、

機関が主

【職能別研

なお、

転士の養

また、

用車両に

など実践

 

 

 

 

 

 社員研修

保のための取

ては、安全推

安全推進委

スを行い鉄道

、事故の芽

ヤリハット情

みを行っていま

術教育の体
では、年度ご

鉄道を安全

本社・支社

し、社員の異

研修 
の安全を担う

いて実施して

教育としては

識を習得させ

、技術の専

主催する研修

研修：駅業務 2

社員研修セ

養成を行って

屋外には実

による分割・

践的な教育を

修センターの外観

取り組み 

推進委員会専

委員会で策定

道運転事故等

をまさに芽の

情報」として全

ます。 

体系及び訓練
ごとに社員教

全に運営する

社が主催する

異常時対応能

う人材を育成

ています。 

、系統・職種

せております。

門家となる社

修等にも参加

22 講座、指令

センターは、

ております。 

実習線を備え

併結作業の

を行っています

「ヒ

観 運転⼠・⾞
るシミュ
合訓練室

専門部会で各

定した再発防

等の再発防止

の段階で摘み

全箇所に水平

練の実施
育方針を定

ために必要

全系統での

能力の向上を

成するため、

種の特徴に応

。 

社員を育てる

加させ、技能

・運転士・車

国土交通大

え、信号機等

の訓練、軌道

す。 

ヒヤリハット掲⽰

⾞掌の訓練に使
ュレータを備えた
室 

－13－

各系統の現場

止策につい

止を図ってい

み取るため、

平展開し、鉄

めて集合研

な技能及び

の異常時を想

を図っています

系統別・職

応じて、入社

るため、専門

能及び技術の

掌 26 講座、車

大臣より指定

等故障時に列

道、架線、信

⽰板」全箇所で

使⽤す
た総

信号設
習や運
する運

場長と専門的

ては、その取

います。 

「事故」「事

鉄道運転事故

修、職場内教

び技術を社員

想定した訓練

す。 

職種別に体系

社から概ね経

門技術に関す

の習得を図っ

車両 9 講座、工

定を受けた「

列車を運転させ

信号機、踏切

で閲覧することが

設備メンテナン
運転取扱い実習
運転訓練室 

的な議論を行

取り組み状況

事象」の一歩

故や労働災

教育及び社

員に習得させて

、各地区や各

系化した集合

経験 3～7 年

する教育を実

っています。 

工務 28 講座、電

「動力車操縦

せる異常時運

切、保守用車

ができます

ンスの実
に使⽤

異常
ンテ
割
実習

安全報

行っています

況を「半年後

歩手前の経験

害の防止に

社内通信教育

ています。 

各職場での

合研修を社員

年目までに基

実施するとと

電気 25 講座】

縦者養成所」

運転取扱い

車の検査・

常時運転取扱い
テナンスの実習
・併結訓練などに
習線 

報告書 2018

。 

後」「2 年後」

験につい 

に活かす 

育を体系立て

様々な訓練

員研修センタ

本的な意識

ともに、社外

 

として、運

訓練、訓練

修繕の実習

いや設備メ
習、⾞両の分
に使⽤する

 

8 

て

練

タ

識

外

運

練

習



５ 安全確保
 

 

②職場内
 系統ご

教育を行

主なも

各系統で

た指導教

また、

列車防護

など運転

おいて繰

 

③社内通
 社内通

系的な学

図ることを

転法規、

ど 16 の講

 

④異常時
全系統

行う避難

練等を実

 

 

 

 
 
 
 
 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

⻘函トンネ
（6 ⽉ 12

根室線⾳別
（9 ⽉ 13

保のための取

内教育 
ごとに教育要

行っています。

ものとして、

で作成した事

教育を行って

乗務員訓練

護など非常停

転士・車掌の

繰り返し行って

通信教育 
通信教育は、

学習手段を整

を目的として

車両概論、

講座を開設し

時訓練 
統での訓練と

難誘導訓練を

実施しています

ネル吉岡定点で
2 ⽇実施） 

別駅構内での津
3 ⽇実施） 

取り組み 

要領を定め、

。 

「措置を講ず

事故事例集を

ています。 

練用のシミュ

停止した場合

の対応力向上

ています。 

業務知識及

整備し、自己

て系統別・職

保線技術、

しています。

として、異常

を実施したほ

す。 

での消⽕設備訓練

⻘
誘

津波避難訓練 

指導訓練等

ずるための計

を活用し、事

ュレータを導入

合の取扱いや

上に向けた実

及び技術の体

啓発の促進

職種別に、運

、電力技術

 

常時を想定し

ほか、消防、

練 

⻘函トンネル⻯⾶
誘導訓練（9 ⽉ 2

新峠下トン
（6 ⽉ 26

－14－

等の時間を活

計画」の取り

事故等の再発

入し、非常

や異常時を想

実践的な訓練

体

進を

運

な

し乗務員がお

警察との連

⾶定点での斜坑
28 ⽇実施） 

ンネルでの避難誘
⽇実施）

通信
・運

活用し職場内

り組みとして

発防止に向け

停止手配、

想定した訓練

練を各職場に

お客様を避難

連携の確認を

⻘
誘

からの避難

誘導訓練

信教育ガイドブッ
運転法規テキス

内

て

け

練

に

難所に誘導す

を行うため、

⻘函トンネル⽩
誘導訓練（8 ⽉

新千歳空港トン
避難誘導訓練（

ック
ト 

乗

安全報

するまでの一

消火設備を

⽩符斜坑での列⾞
24 ⽇実施） 

ンネルでの列⾞か
（10 ⽉ 20 ⽇実施

運転法規テキス

乗務員訓練⽤シ

報告書 2018

連の流れを

を活用した訓

⾞からの避難

から地上への
施） 

ストの⼀例

シミュレータ
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を

訓



５ 安全確保
 

 

５－2 安
「安全

車両や地

 

安全確保
れている状
盤の再構築
限や使⽤頻

○安全投
○⽼朽対
○メンテ

ステム
○現場か

実施し
○限りあ

 

これら

更新また

の特例業

億円）及

貸付：30

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（１）ＰＣ
木マク

く耐用年

る取り組み

26 年度か

ている曲

めておりま

 

 

保のための取

安全性向上
全投資と修繕

地上設備など

保に必要な設備
状況にありまし
築を進めるとと
頻度の少ない設
投資と修繕を最
対策は、ライフ
テナンスを確実
ム化を進めてい
からの提案や当
しています。 
ある資⾦で安全

の安全基盤

たは整備）へ

業務勘定にお

及び平成 28 年

00 億円）を活

Ｃマクラギ
クラギを使用

数が長いコ

みを行ってい

からの累計で

曲線部及び駅

ます 

取り組み 

に向けた設
繕に関する 5

ど安全基盤の

備投資や修繕を
した。このため
ともに、限りあ
設備・ご利⽤が
最優先に推進し
フサイクルや予
実に⾏うため、
います。 
当⾯の緊急性を

全レベルを維持

強化に向け

への支援策と

おける利益剰

年度に講じら

活用していま

ギ化の推進 
している根室

コンクリート製

います。函館

で約 70,000 本

駅構内の副本

安全投資

設備投資 
年間の計画

の強化に重点

を先送りしてき
め、平成 27 年
ある資⾦で安全
が著しく少ない
しています。
予防保全の考え
、検査機器等の

を踏まえ、これ

持するため、「

た設備投資

として講じられ

剰余金等を活

られた安全対

ます。 

室線新得駅～

製のＰ Ｃ マク

館線（砂原線

本（進捗率

本線などにお

設備投資額

と修繕に関す

－15－

画」に基づき、

点を置いた設

きた結果、鉄道
年３⽉に「安全
全レベルを維持
い列⾞の⾒直し

え⽅に基づき計
の整備を図る

れまで先送り

「選択と集中」

資には、平成

れている独立

活用した支援

対策に対する

～釧路駅間に

クラギへ置き

線）は計画し

85％ ）を施

おいて、マクラ

額と安全関連設備

する 5 年間の

、お客様の安

設備投資を実

道施設及び⾞両
全投資と修繕に

持するため、安
しなど「選択と

計画しています
とともに、検査

してきた施策

を進めていま

成 23 年度に当

立行政法人鉄

援措置（助成

る追加的支援

において、重

き換える工事

した全ての施

施工しています

ラギ 3 本に

備投資額の推移

の計画の基本

安全を最優先

実施しています

両の⽼朽化が進
に関する５年間

安全確保が可能
と集中」を進め

す。 
査・保守業務

等を棚卸しし

ます。 

当社への安全

鉄道建設・運

成金：300 億

援措置（助成

重く安定性が

を進め、軌

施工を完了し

す。このほか

1 本をＰ Ｃ マ

的な考え方 

安全報

先に取り組む

す。 

進み、早急に
間の計画」を策

能な範囲への
めております。

務の機械化やデ

、必要な設備

全投資（鉄

運輸施設整

億円、無利子

成金：300 億

があり、腐食

軌道の安全性

しており、根

か、木マクラ

マクラギ化す

報告書 2018

む観点から、

対策が求めら
策定し、安全基
の列⾞の速度制
。 

データ管理のシ

備投資や修繕を

道施設等の

備支援機構

子貸付：300

億円、無利子

食・腐朽がな

性を向上させ

室線は平成

ラギを使用し

する工事も進
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ら
基
制

シ

を

の

構

0

子

な

せ

成

し

進



５ 安全確保
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
（２）新た

平成 2

など工事

取り組ん

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（３）積雪
老朽化

えて、新型

平成 30 年

新型の

レールに

で、これま

が可能と

函

長万部

木古内

大沼

森

富良野線 富

保のための取

たな保線設
9 年 3 月に新

事に関わる機

でいます。 

雪時に検測可
化が進んでい

型の軌道検測

年 4 月から本

の軌道検測で

に接触しない

まではできな

となっています

苫

函館

小樽

室蘭

倶知安

石

富良野～旭川

函館線（砂

取り組み 

設備管理シス
新たな保線設

機能を付加し、

可能な新型
いた軌道検測

測車「マヤ 3

本格的に運用

では、軌道変

い方式のセン

なかった積雪

す。 

深川

滝川

苫小牧

札幌 岩見沢

新十津川

追分

千歳

留萌

石狩当別

遠浅

砂原線） 大沼～森

由仁

ステムの導
設備管理シス

、業務の効

型軌道検測
測車「マヤ 34

35 形」へ取替

用を開始しま

変位を測定に

ンサーを採用

雪時の軌道変

川

川

旭川

稚内

帯広

遠

富良野沢

名寄

新得
占冠

池

音威子府

上川

美瑛

様似

上落合

上厚内

室蘭

白滝 金

PC マ

－16－

導⼊ 
ステムを導入

率化と合わせ

⾞の導⼊
4 形」に替

替を行い、

ました。 

にあたり、

用すること

変位の検測

北見

遠軽

白糠
池田

釧路

標茶

内

蘭線 遠浅～由仁

根室線 新得

金華
美幌

西女

石

東釧路

マクラギ化の進捗

入し、平成 3

せて、検査漏

根室

茶

斜里
釧網線

石北線 白滝～金華

得～釧路

女満別

石北線 美幌～西女満別

新

捗状況

30 年度には修

漏れや検査

PCマクラギ区

曲線部等の
3本に1本の

PCマクラギ化区

凡例

線 東釧路～標茶

別

新型の軌道検測⾞

安全報

修繕の計画

査データの改

施工済み

間

の

区間

⾞「マヤ 35 形」

システムの構
検査から修繕
のイメージ 

PC マクラギ化

報告書 2018

や実績管理

改ざん防止に

H30年度以降

」 

構成と 
繕までの流れ 

化（根室線）
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に



５ 安全確保
 

 

（４）特急
老朽化

の経営状

し取替を

 

 

 

 

 

 

（５）新型
主に札

形気動車

H100 形新

成 30 年

金につい

新型気

落下につ

の向上、

ンス時の

 

（６）⾞輪
列車が

踏面状態

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

車輪検知セ

⾞輪検知

保のための取

急気動⾞の
化が進んでい

状況を踏まえ

を進めています

型気動⾞（
札幌圏以外の

車は老朽化が

新型気動車

2 月に導入し

いては今後の

気動車は、電

つながりやす

車両の構造

負担軽減を

輪フラット
が走行した状

態の管理に活

センサ 
振動検

知センサ・振動検

取り組み 

の⽼朽取替 
いる特急気動

えながら 261

す。 

（普通列⾞⽤
の普通列車に

が進んでお

（量産先行車

しました。な

の課題となって

電気式の駆動

すい部品をな

造をシンプル

を図ることがで

ト検出装置の
状態で車輪の

活用していま

車輪検知センサ

検知センサ 

検知センサ（苗

動車について

系特急気動

⽤）の量産
に使用してい

り、老朽取

車 2 両）を製

なお、量産車

ています。

動システムを

なくすことによ

ルにすることで

できます。

の設置 
の擦傷や熱亀

ます。 

 

穂駅構内） 

－17－

ては、会社

動車を新製

産先⾏⾞の新
いるキハ 40

取替に向け

製作し、平

車製作の資

を採用し、

よる安全性

でメンテナ

亀裂等を検出

システム構

以下の構成

①車輪検知

②振動検知

③ＩＤタグ

④データ管

新製 

出する「車輪

構成 

成により、各車両の車

知センサ：列車通過時

知センサ：車輪の熱亀

グ読取受信機：車両に

管理・制御装置：検知

シ

H1

輪フラット検出

車軸ごとに擦傷や熱亀

時に、車輪を軸単位で

亀裂やフラットをレー

に取り付けたＩＤタグ

知したデータを処理し

システム構成図 

100 形新型気動⾞

261 系特急

安全報

出装置」を設

亀裂等を検出する 

で検知する 

ールの振動により検知

グを読み取り、車号を

し、本社サーバーへ送

⾞（量産先⾏⾞

急気動⾞ 

報告書 2018

設置し、車輪

知する 

を判別する 

送信する 

⾞）
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輪



５ 安全確保
 

 

（７）在姿
適正な

ことなく、

「在姿

26 年 11

す。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（８）ＡＴ
Ａ Ｔ Ｓ

ようとした

られてい

当社で

省令によ

成 28 年

現在、

ています

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

保のための取

姿⾞輪旋盤
な車輪管理に

車輪を削正

姿車輪旋盤」

月に札幌運転

ＴＳ－ＤＮ
Ｓ とは自動列

た場合などに

る運転保安

では「鉄道に

より整備期限

6 月に完了し

整備期限が

す。 

取り組み 

盤の増備 
による安全確

正することが

は札幌運転

転所にさらに

Ｎの設置 
列車停止装置

に、自動的に

設備です。

に関する技術

が定められ

し使用開始し

が定められて

確保、作業の

ができる「在姿

転所に 1 台、

に 1 台配備し

置（Automatic

にブレーキを動

 

術上の基準を

ている区間

しました。

ていない他の

ＡＴ

在

－18－

の効率化、作

姿車輪旋盤

函館運輸所

し、平成 29 年

c Train Stop）

動作させるこ

を定める省令

において速度

の線区につい

ＴＳ－ＤＮ整備

在姿⾞輪旋盤

作業時間の短

盤」の増備を

所に 1 台配備

年 11 月に釧

の略であり

ことで衝突や

令」の改正に

度制限機能

いても、優先

箇所

短縮のため、

を進めています

備しておりま

釧路運輸車両

り、列車が停

や脱線事故を

に伴い、曲線

を有するＡ Ｔ

先順位を決め

安全報

車体と台車

す。 

ましたが、そ

両所に 1 台配

停止信号を超

を未然に防ぐ

線区間や分岐

Ｔ Ｓ －Ｄ Ｎ

め整備を行う

報告書 2018

車を分離する

の後、平成

配備していま

超えて進行し

ぐために設け

岐器区間など

の整備を平

う検討を進め
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る

成

ま

し

け

ど

平

め



５ 安全確保
 

 

（9）千歳
千歳線

が経過し

ことから、

しました。

化が進ん

 

 

５－3 安
（１）駅
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・⾮常停
 北海

からお

る列車

常停止

・内⽅線

・⽬の不
平成

ホーム

・ホーム
 ホー

安全確

を設置

保のための取

歳線・室蘭線
線・室蘭線の

し、部品交換

平成 29 年

。その他の線

んでいるため

安全設備・
・ホームの
停⽌押ボタン
海道新幹線の

お客様が誤っ

車や駅社員に

止押ボタン」

線付き点状ブ

不⾃由なお客
成 29 年 1 月

ムの安全性向

ム可動柵 
ームから線路

確保のため、

置しています。

取り組み 

線の運⾏管
運行管理シ

換やメンテナン

年 12 月に新し

線区の運行管

め、計画的に

安全対策 
の安全設備
ン 
の駅や札幌近

って転落した場

に対して異常

を設置して

ブロック 

客様へのお声
から駅構内放

向上の取り組

路内への転落

北海道新幹

。 

ホ

っ

管理システ
システムは運用

ンスが困難に

しいシステム

管理システム

に更新を行っ

・安全対策

 

 

 

 

 

 

近郊の主な駅

場合などに、

常を知らせるこ

います。 

 目

止す

3,00

駅）

声かけ 
放送による呼

組みを行って

落防止や通過

幹線の全駅に

ホーム可動柵

ています。

－19－

ムの更新
用開始から

になってきて

ムに全面的に

ムについても

ていきます。

策 

駅には、ホ

、駅に近づい

ことができる

目の不自由

するため、平

00 人以上の

を行う予定

呼びかけを実

ています。 

過列車に対

にホーム可動

柵にお客様の

25 年

ている

に更新

も老朽

 

ーム

いてく

る「非

なお客様が

平成 32 年度

の駅への内方

定です。 

実施するなど

する

動柵

の事故防止の

運⾏管理システ

が駅ホームか

度までに一日

方線付き点状

ど目の不自由

のための注意

安全報

テムの表⽰盤・

から転落する

日当たりの利

状ブロックの

由なお客様に

意喚起を行

報告書 2018

制御卓 

る事故を防

利用者数が

の整備（12

に対する駅
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５ 安全確保
 

 

 
 
 
 
 
 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（2）⾞両
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 
（3）⻘函

平成 2

事象を教

増及び携

設置など

 

・安全確

・ＡＥＤ
 札幌

置して

 

※Ａ Ｅ Ｄ

た状態

療機器

・⾞内 S

・客室内
新幹

カメラ

保のための取

両の安全設備

函トンネル
27 年 4 月 3

教訓とし、定

携帯電話使用

どの改善を行

確認モニタ 

Ｄ 
幌駅をはじめ

ています。設置

Ｄ （自動体外

態（心室細動）

器です。 

SOS ボタン

内、デッキの
幹線車両の客

を設置し、常

取り組み 

備・安全対

内の設備の
日に青函トン

点の避難所

用可能通信会

行っています。

 

ニ

め、ご利用に

置駅の社員は

式除細動器）

）になった場合

 列

場合

タン

ン 

の防犯カメラ
客室及びデッ

常時録画をし

対策 

の改善 
ンネル内で停

所においては

会社の拡大、

。 

お客様が

ニタを設置し

になるお客様

は、Ａ Ｅ Ｄ を

…心臓がけい

合、電気ショック

列車内に犯罪

合などに、乗

」を設置して

ラ 
ッキにはセキ

しております

－20－

停止した特急

トンネル床誘

、陸底部の避

乗降する際

しています。

様の多い駅等

を使用する訓

いれんし、血液

クを与え、正常

罪行為・急病

乗務員に対して

ています。

キュリティ向上

す。 

急列車からお

誘導線・誘導

避難所におい

、ホーム上

 

等 46 駅にＡ Ｅ

訓練を受けて

液を流すポンプ機

常なリズムに戻す

病人が発生し

て異常を知ら

上を図るため

お客様に地上

導灯の新設、

いては監視カ

の安全等を確

Ｅ Ｄ を設

ています。

機能を失っ

すための医

した場合や車

らせることが

め、防犯

安全報

上へ避難して

、ケーブル

カメラ・一斉

確認するため

車両に異常が

ができる「車

報告書 2018

ていただいた

カーの定員

放送設備の

め、ITV モ

が発生した

車内 SOS ボ
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た

員

の



５ 安全確保
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

５－4 ⾃
（1）冬期

北海道

行ってい

①除雪対
 除雪車

新型除

②ポイン
 ・ポイン

 ・ポイン

 ・圧縮

③駅間等
 ・防雪

 ・降雪

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

吉岡

保のための取

⾃然災害対策
期対策 
道の厳しい冬

ます。 

対策 
車両の配備 

除雪車両への

ント不転換
ント融雪ピッ

ントマットヒー

縮空気式ポイン

等における
雪柵の設置 

雪モニターカメ

岡定点下り線誘

地上への移動が

雪に
（平成

取り組み 

策 

冬にお客様に

取替により除

換対策 
ット式の設置 

ーターの設置

ント除雪装置

る吹きだまり

メラの設置 

導路のトンネル

が可能なケーブル

に埋もれた⿅部駅
成 30 年 2 ⽉ 15

に安心してご利

 在

除雪体制の強

 在

置  在

置  在

り対策 
 延

 在

ル床誘導線 

ルカー 

駅構内 
5 ⽇） 

－21－

利用いただ

在来線 118 台

強化を進めて

在来線 67 箇

在来線 237 箇

在来線 100 箇

延長 73,090ｍ

在来線 131 台

くため、冬期

台、新幹線 1

います（平成

箇所、新幹線

箇所、新幹線

箇所、新幹線

ｍ 

台、新幹線 1

陸底部斜

雪
（

列

期安全安定輸

11 台、計 129

成 29 年度 4

線 16 箇所、

線 15 箇所、計

線 47 箇所、計

14 台、計 145

斜坑のカメラと放

雪に埋もれた礼⽂
（平成 30 年 3 ⽉

⾞⽕災検知装置

安全報

輸送に向けた

9 台 

台取替） 

計 83 箇所

計 252 箇所 

計 147 箇所 

5 台 

放送設備 

⽂駅構内 
⽉ 2 ⽇） 

置 

報告書 2018

た取り組みを

所 
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を



５ 安全確保
 

 

④⼤型除
 老朽化

機械（Ｅ

27 年度か

題の対策

 

 

 

 

 

 

 

 

【絶対
平成

を抽出
事例」
でいま
[安全対
◇お客
・排雪
 短絡
 排雪
・雪に
 雪害
 定期
◇労災
・除雪
 触⾞
[安定輸
・救護
 荒天
 運転
・天候
 ⼀定

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

保のための取

除雪機械の
化したＤ Ｅ １

Ｅ Ｎ Ｒ －１ ０

から冬期試験

策について検

対に起こして
成 26 年度か
出し、「絶対に
「⼆度と起

ます。 
対策] 

客様安全 
雪保守⽤⾞と
絡⾛⾏での排
雪保守⽤⾞の
に乗り上げて
害で列⾞が⻑
期的な駅構内
災防⽌ 
雪作業中の触
⾞事故防⽌マ
輸送対策] 

護できない場
天が予想され
転している列
候回復後の運
定時間毎の除

取り組み 

の導⼊及び試
５ ラッセル機

０ ０ ０ ）を試

験を行ってお

検討を行って

てはならない
から、冬期積
に起こして
こさないた

と列⾞を衝突
排雪保守⽤⾞
の移動･除雪
て脱線させな
⻑時間運転中
内の除雪状況

触⾞事故を起
マニュアルに

場所で⻑時間
れる場合、特
列⾞からの降
運転再開情報
除雪作業の進

試験開始 
機関車の置

試験導入し、

おり、引き続き

いきます。

Ｅ

い 5 つの事象
積雪期にひと
はならない

ためにどうし

突させない
⾞による除雪
作業時にお

ない 
中⽌になった
況の点検と必

起こさない
に基づく社員

間お客様を閉
特急列⾞を始
降雪情報をも
報が⼆転三転
進捗状況報告

－22－

き替え車両と

北海道の厳

き、量産先行

ＥＮＲ－１００

象への取り
とたび発⽣す

い事象」とし
していくか」

雪作業 
おける全ての

た区間におけ
必要な除雪作

員への安全教

閉じ込めない
始発から運休
もとにした除
転するのを防
告に基づく余

として、JR

厳しい気象条

行車の製作に

０ 

組み】 
すると重⼤事

して社員間で
具体的取組

の信号機の停

ける初列⾞前
作業の実施

教育の実施

い 
休 
除雪作業の実
防ぐ 
余裕を持った

東日本で使

件で除雪性

に向けて冬期

事象につなが
で共有すると
組内容を整理

停⽌現⽰ 

前の踏切除雪

実施 

た列⾞の運転

安全報

使用実績のあ

性能が発揮で

期試験により

がりかねな
とともに、「
理し徹底し

雪の実施 

転計画の実

報告書 2018

ある大型除雪

できるか平成

り判明した問

い事象５点
過去の発⽣
て取り組ん

実施 
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雪

成

問

点
⽣
ん



５ 安全確保
 

 

（2）集中
 平成 2

規制に相

 このた

る安全確

ともに、社

進めてい

 

 

 

 

    

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（3）⻯巻
 自社、

生時の具

製作し、

 

 

 

（4）津波
 自治体

いて津波

対応マニ

 また、津

波避難場

抜情報を

 

保のための取

中豪⾬への対
25 年 8 月に発

相当する降雨

ため、社外有

確保の方法に

社外気象情

います。 

     

巻・突⾵への
他社で発生

具体的な対処

各職場で毎

波への対応 
体の「津波浸

波警戒区間や

ニュアル」を

津波浸水区域

場所案内板」

を提供してい

熱

取り組み 

対応 
発生した函館

雨が観測され

識者を交え

に関する議論

情報である解

     

の対応 
生した竜巻・

処方法を学習

毎年 1 回 8 月

浸水予測図」

や避難場所及

作成しており

域内や隣接

を設置し、

ます。 

函館線⼭越〜
熱⽥川氾濫・路

⾬量計の

館線山越～八

れなかったとい

た「JR 北海

論を行いました

析雨量を活

   

突風の被害

習する竜巻・

月頃に教育を

及び「ハザ

及び避難経路

ります。 

する駅に「海

駅をご利用

〜⼋雲間 
路盤流出状況

の増設 

－23－

八雲間の路盤

いう課題が明

海道集中豪雨

た。その結果

用した降水量

害及び予兆事

突風教育用

を行っています

ザードマップ

路等をまとめ

海抜表示板」

用いただくお

盤流出災害で

明らかになり

雨対策検討委

果得られた提

量の把握や

事例から発

用Ｄ Ｖ Ｄ を

す。 

プ」に基づ

めた「津波

」及び「津

お客様に海

函館
⾮常⽤

解析⾬量

では、自社の

りました。 

委員会」を設

提言に基づき

運転規制へ

⻯巻・突⾵

津波

館線⼭越〜⼋雲間
⽤⽔路新設後の状

量による降⾬量の

安全報

の雨量観測

設置し、集中

き、雨量計を

への活用につ

⾵教育⽤ DVD 画

波避難場所案内板

間 
状況 

の把握 

報告書 2018

網では運転

中豪雨に対す

を増設すると

ついて検討を

画⾯ 

板 
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転

す

と

を



５ 安全確保
 

 

（5）地震
①北海道

新幹線

行中の新

・早期地
早期地

車を減速

に「海岸

ます。地

をとってい

 

 

 

 

 

 

 

 

・逸脱防
 新幹線

被害を最

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(

・レール転
万が一

せレール

ら押さえ込

レールが

置」は北

保のための取

震対策 
道新幹線の

線の地震対策

新幹線車両の

地震検知シス
地震検知シス

速させ、停止

岸地震計」を

地震ハットと呼

います。 

防⽌ガイド 
線車両には「

最小限に止め

(通常⾛⾏時) 

逸脱防止

転倒防⽌装
一脱線した場

ルが動く可能

込む「レー

が大きく動か

北海道新幹線

取り組み 

の地震対策 
策として、土木

の被害を最小

ステム 
ステムとは、

止させる仕組み

を 9 箇所、ま

呼ばれる建物

逸脱防止ガ

める対策を講

 

 

 

 

 

止ｶﾞｲﾄﾞ 

早期地震検

装置 
場合、車輪が

能性があります

ル転倒防止

ない対策を

線全線に敷設

木構造物の

小限にするた

地震を素早

みです。北海

また「沿線地

物内に電気式

ガイド」を設置

講じています。

検知システムのイ

がレール締結

す。このため

止装置」を概

講じています

設しています

－24－

耐震性能を

ための対策を

早く検知し速や

海道新幹線

地震計」を線

式と機械式の

置し、万が一

。「逸脱防止

(脱

イメージ 

結装置のボル

め、レールを

概ね 5ｍごと

す。「レール転

す。 

を高めるととも

を講じておりま

やかに架線へ

では、大規

線路沿線に概

の 2 種類の

脱線した場合

止ガイド」は

脱線時) 

ルトを破損さ

を両サイドか

とに設置し、

転倒防止装

もに、実際に

ます。 

への送電を停

模地震が想

概ね 20km 間

地震計を設

合でも車両の

すべての編

電気式地

安全報

に地震が発生

停止させ、こ

想定される震

間隔で 8 箇所

設置し、二重

の移動量を小

編成に設置して

地震計と機械式地

報告書 2018

生した際に走

これにより列

源域の近傍

所設置してい

の保安体制

小さくして、

ています。

地震計 

 

8 

走

列

傍

い

制



５ 安全確保
 

 

②緊急地
 平成 2

の業務用

を早期に

のリスク低

 

 

 

③⾼架橋
大規模

震補強を

高架橋（

30 年度に

定です。

一方、

補助制度

き続き協

いきます

④駅の耐
平成 7

準に従い

 

 

 

 

 

 

 

 

５－5 新
（１）三線

北海道

新幹線と

三線軌条

ため、障

保守レベ

が故に生

スク軽減

保のための取

地震速報を
29 年 12 月よ

用携帯電話に

に減速させる

低減を図って

橋の耐震補
模地震時の高

を行っておりま

（駅部を除く）

には輪厚・大

 

新札幌高架

度の対象とな

協調補助制度

。 

耐震補強 
7 年に制定さ

い、必要な強

新幹線の保
線軌条の保

道新幹線の新

と貨物列車

条という特別

障害の発生す

ベルが求めら

生じる課題に

減に努めていま

取り組み 

を活⽤した減
より緊急地震

に直接受信で

ることにより、

ています。 

補強 
高架橋の被害

ます。平成 2

）の耐震補強

大曲高架橋

架・千歳高架

なる箇所につ

度の活用を国

された「建築

強度を満たし

守管理及び
保守管理 
新中小国信号

（在来線）が

な線路構造

するリスクが

られることから

に対して、様々

ます。 

基礎⼯事状

減災対策 
速報を運転

できるようにし

脱線等の地

害を防止する

29 年度から新

強工事を行っ

の耐震補強

の駅部など

いては、早期

国及び関係

築物の耐震改

していない駅

び冬期対策

号場～木古内

が共用走行す

になっていま

高く、難易度

ら、特別な構

々な取り組み

状況 

－25－

士・車掌

し、列車

地震被害

るため、高架

新札幌高架

っております

強工事に着手

の耐震補強

期実施に向

自治体に要

改修の促進

についての耐

策の課題 

内駅間は、

するため、

ます。この

度が高い

構造である

みを行いリ

⼤⿇駅の耐震

架橋の耐

架・千歳

す。平成

手する予

強の協調

け、引

請して

に関する法律

耐震補強工事

震補強 
壁

共⽤レール

軌

律」及び通達

事を進めてい

ＲＣラーメン高

壁ブレース・柱⼯

三線軌

ル 

在来線専⽤レール

軌間:1,435
軌間:1,067mm(在

安全報

達並びに当

います。 

高架橋柱の鋼板巻

⼯事状況 

軌条 

ル 

新幹

5mm(新幹線) 
(在来線) 

報告書 2018

社独自の基

巻き補強 

幹線専⽤レール 
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基



５ 安全確保
 

 

①三線軌
三線軌

知する「

知装置」、

制御装置

 

②線路構
三線軌

の線路の

レールと

いうえに、

には輸送

必要とな

により進め

 

 

 

 

 

 

 

 
（2）⻘函

青函ト

断面の縮

んでいま

老朽設備

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※先進導坑

保のための取

軌条特有の
軌条区間では

「限界支障報

、走行中に異

置（車軸検知

構造が複雑
軌条は線路に

の 1.5 倍必要

と新幹線用レ

、通常の線路

送障害につな

なります。保守

めています。

函トンネル
トンネルは建設

縮小が確認さ

ます。トンネル

備の更新が必

トンネル周辺の
に⼤きな⼒が作
が⽣じています

坑･･･青函トンネル
方法の検討

取り組み 

の装置 
は、新幹線と

報知装置」、三

異なる変電所

知式）」という

雑なため求め
に使用してい

要なことから三

レールの狭隘

路であれば問

ながります。ま

守管理につい

 

設備の⽼朽
設から 40 年

されました。ま

ル内の安全を

必要となって

三線分岐器

の地盤が弱い箇
作⽤し、盤ぶく
す。

ル掘削工事にあた
・開発が行われ

と貨物列車

三線軌条区

所から供給さ

う三線軌条特

められる⾼
いる部材が多

三線軌条区間

隘な範囲に多

問題とならな

また、三線分

いては部材劣

朽化への対応
年以上が経過

また、トンネル

を確保するた

ており、これら

器 

所は、トンネル
れや内空断⾯の

たり、最も先行し
れ、作業坑と本坑

－26－

（在来線）が

区間であっても

される電気を

特有の装置を

⾼度な保守
多く、特に、レ

間だけで約

多数の部材が

ない程度の部

分岐器も大変

劣化や軌道

応 
過しており、先

ル内の排水

ため、先進導

らの費用負担

ルのコンクリート
の縮⼩等の変状

して掘られたトンネ
坑を施工する際に

が共用走行す

もレール破断

をスムーズに

を開発し使用

レベル 
レールとマク

100 万個敷設

が敷設されて

部材のずれで

変複雑な構造

変位の推移

先進導坑の一

ポンプや列車

導坑の盤ぶく

担について関

ト

ネルです。先進導
に活用されました

することから

断の検知が可

に切り替えるこ

用しています

クラギを固定

設されていま

ていることから

でも、隣接す

造をしており

移を見ながら、

一部でトンネ

車火災検知

くれ対策など

関係機関と協

 

三線軌条の締結

ロックボルトに

導坑では海底の地
た。現在は排水と

安全報

ら、落下物な

可能な「レー

ことができる

す。 

定する締結装

ます。しかも

ら、保守作業

する部材に接

り、高度な保

、効果的で

ネル内の路盤

装置などの

どの推進やト

協議を進めて

結状態 

による対策を⾏

地質や水の出方
と換気のために使

報告書 2018

などを自動検

ール破断検

る「き電区分

置は、通常

も、在来線用

業が行いにく

接触した場合

保守レベルが

安全な方法

盤隆起と内空

老朽化が進

トンネル内の

てまいります。

っていきます。

方の調査、施工
使われています。
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検

検

分

常

く

合

が

法

空

進

の

 



５ 安全確保
 

 

（3）安全
通常、

す。北海

の運行ダ

常の作業

軌条や電

態です。

このた

作業時間

引き続き

拡大して

合いも設

 

（4）冬期
①ポイン

三線分

れがある

除雪装置

込む雪で

の三線分

す。さらに

古内駅、

増設し、

②⾞両着
北海道

と、気温

から、車

 

 

 

 

 

 

 
５－6 安
（1）⼟⽊

鉄道建

な改修・

保のための取

全を確保す
新幹線は設

海道新幹線の

ダイヤを設定

業時間として

電車線等の線

 

ため、JR 貨物

間を確保しま

き JR 貨物と協

ております。ま

設定し、地上

期対策及び
ント不転換

分岐器は、構

るため、スノー

置を設置して

でポイントが凍

分岐器の下に

に、ポイント

新函館北斗

融雪機能の

着雪対策 
道新幹線の上

温の上昇に伴

車両着雪の低

安全確保に
⽊構造物の⽼
建設期に整備

更新が必要

除

取り組み 

るための保
設備保守を行

の場合は夜間

定する際に JR

2 時間半の

線路設備の保

物と協議を行

ましたが、まだ

協議を行い、

また、9 月以

上設備の更新

課題への対
換対策 
構造が複雑で

ーシェルター

ていますが、

凍結し、ポイ

にポイントマッ

ト先端部の不

斗駅のポイン

の向上を図っ

上り列車が車

伴い、車両か

低減のため確

向けた課題
⽼朽対策 

備された橋り

要な時期を迎

除雪装置を装着し

保守間合い拡
行うため、夜

間に貨物列車

R 貨物と 6 時

保守間合い

保守や老朽設

行い、週に 1

だまだ十分な

平成 30 年

以降は 4 時間

新工事等を推

対応 

でポイント不

ー、ポイント

シェルター

イント不転換

ットヒーター

不転換対策と

ント可動ノーズ

っています。

車両台車周り

からの落雪が

確認車による

題への対応

りょうやトンネ

迎えつつあり

した確認⾞ 

－27－

拡⼤の取組
夜間に 6 時間

車が共用区

時間の保守間

いしか確保され

設備の更新

回～2 週に

なメンテナン

年から一部期

間の拡大間合

推進してまいり

不転換等によ

トヒーター、

に吹き込む

換が発生する

ーを設置する

として、奥津

ズ先端部にポ

りに着雪した

が飛散し、沿

除雪、ブラシ

応 

ネル等の経過

り、今後、小

組み 
間の保守間合

間を走行する

間合いを確保

れておらず、

を行う時間が

1 回（年間

ンス時間が確

間を除き通常

合いをさらに

ります。 

よる輸送障害

エアジェット

雪と車両が

ることから、

る対策を講じ

津軽いまべつ

ポイントヒー

たまま新青森以

沿線民家や地

シ式除雪装置

過年数が進ん

小規模な修繕

ブ

合い（作業時

ることから、

保するよう協

安全を確保

が十分に確

38 回）4 時

保できていな

常の作業時

増やすととも

害の恐

ト式の

持ち

全て

じていま

駅、木

ターを

以南の東北

地上設備を損

置の導入等の

んだ土木構造

繕では対応が

ポ

可動ノー

ブラシ式除雪装置

安全報

時間）が確保

開業にあた

協議を行いま

保するために

保されてい

時間の拡大間

ない状態であ

間 2 時間半

もに、より大

北新幹線区間

損傷する恐れ

の対策を講

造物について

が困難となる

ポイントマット

ーズ先端部のポイ

置 

報告書 2018

保されていま

たり共用区間

ましたが、通

必要な三線

ないのが実

間合いによる

あったため、

半を 3 時間に

大きな拡大間

間を走行する

れがあること

じています。

ては、抜本的

ることが予想

ヒーター 

イントヒーター
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ま

間

通

線

実

る

に

間

る

と

 

的

想



５ 安全確保
 

 

されます

を抽出す

 

 

 

 

 

 

 
 
（2）在来

札幌～

ための線

回～2 週

保されて

 
（3）函館

火山灰

砂原経由

の影響に

た。 

当該区

に維持す

を要して

なお、

進行を抑

 

５－7 安
検査・

側線の使

また、

少ない踏

このほ

保のための取

す。今後 20 年

するとともに、

来線の保守
～函館間、札

線路を保守す

週に 1 回、平

ていないことか

館線⼤沼~森
灰等により従来

由）において

により、線路に

区間は貨物列

することが難し

います。 

引き続き計

抑制し安全を

安全を確保
メンテナンス

使用停止に取

踏切事故防

踏切の廃止に

ほか、ダイヤ改

取り組み 

年先を見据え

資金の手当

間合い拡⼤
札幌～旭川間

する間合いが

平成 29 年度

から、さらな

森間（渡島
来から路盤が

て、平成 30 年

に歪みが発生

列車の輸送割

しいうえ、整

計画的に整備

を確保するた

するための
スの負担を低

取り組んでい

防止のため、

に向けた取り

改正に合わせ

釧網

えた場合に、

当てを含めた

⼤への取り組
間、南千歳～

が不足してい

38 回）を行

なる保守間合

島砂原経由）
が脆弱である

年春の融雪期

生するなど線

割合が大きい

整備が必要な

備を進めてい

め、当面、

の不要設備
低減させるた

ます。 

道路管理者

り組みを進め

せて、極端

線原⽣花園〜北

－28－

現時点で健

た具体的な対

組み 
～釧路間、

います。現在

行っております

合い拡大に向

）における
る函館線大沼

期における急

線路状態が著

いことなどか

な箇所数が多

きますが、銚
ち

徐行運転を

の撤去・踏
ために、使用

者と協議を行

ています。

にご利用の少

北浜間 濤沸
とうふつ

川橋

健全であって

対応について

苫小牧～岩

、新幹線と

すが、未だ十

向けて JR 貨物

る線路保守
沼～森間（渡

急激な気温上

著しく悪化しま

から線路を良

多く修繕に時

銚子口
ちょう   し  ぐち

駅～

を行っておりま

踏切の廃⽌
用頻度の少な

行い、利用実

少ない駅の

橋りょう（⼤正

ても危険とな

て検討してい

岩見沢間にお

同様に保守

十分にメンテ

物と協議を行

渡島

上昇

まし

良好

時間

掛澗
かかり ま

駅間に

ます。 

等 
ない分岐器等

実態が無い踏

廃止を進めて

正 14 年完成） 

渡島砂

安全報

なる可能性の

いきます。 

おいて、安全

間合いの拡

テナンスでき

行ってまいりま

については、

等の撤去及び

踏切及び利

ております。

砂原駅〜掛澗駅間

報告書 2018

のある構造物

全を確保する

拡大（週に 1

きる時間が確

ます。 

軌道変位の

び副本線・

用が極めて

 

間の線路状態
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物

る

1

確

の

て



６ 重⼤事故
 

６ 重⼤

６－1 重
（１）⽯勝

○緊急時
緊急時

指令員な

また、

取扱いの

○救護ワ
列車に

ッペンを携

貼り付け

帯させて

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
○避難誘

トンネル

点灯しま

トンネル出

も照明を

列車内

います。

 

 

 

 

 

   

照明スイ

 
 
 

緊急時

故等の再発防

⼤事故等の

重⼤事故・事
勝線列⾞脱
時のお客様

時において関

など系統・職

トンネル内で

の要点をまと

ワッペン・
に乗り合わせ

携帯させてい

け、お客様の

ています。 

誘導に関す
ル設備の改善

ますが、概ね

出口までの距

を設置していま

内設備の改善

 

イッチ位置標   

時のお客様避難誘

防⽌の取り組

の再発防⽌

事象の対策
脱線⽕災事故
様避難誘導マ
関係する社員

職種間で統一

での火災の判

とめた「トンネ

社員必携の
せた社員が乗

います。事故

の救護等を行

する設備の改
善として、ト

ね 500ｍ間隔で

距離を示す

ます。 

善としては、

      トンネル

誘導マニュアル 

組み 

⽌の取り組

策 
故への対応
マニュアル

員が共通な認

一した「緊急

判断を明確化

ネル内におけ

の携帯 
乗務員と協力

故に遭遇した

行います。ま

改善 
トンネル内に照

で照明スイッ

「トンネル距

全車両に避

ル距離標   

救

－29－

組み 

応 
ル等の制定
認識のもとに避

急時のお客様

化するととも

ける列車火災

力し避難誘導

た際に社員は

た、手順を記

照明を設置

ッチも設置し

距離標」を 25

避難はしごを

   トンネル出

救護ワッペン

避難誘導が

様避難誘導マ

もに、火災の

災時の処置マ

できるよう平

は救護ワッペ

記載したポケ

しました。ト

しています。

50ｍ間隔で設

搭載すること

出⼊⼝の照明 

Ｊ
事 故 遭

☆ゆっくりと深
☆併発事故の防

します。

☆関係箇所への
☆ＪＲ北海道社

最も安全と認

ださい。

（ 乗 っ て い る

★自身で異常を
★緊急時におけ

★併発事故の防

★関係箇所に電

指令（ 電話
消防〔救急車

自分の職場

行えることを

マニュアル」

の程度と初期

マニュアル」

平成 23 年 11

ペンを腕また

ケットサイズ

トンネル内照

また、全長

設置していま

ととしたほか

  ⾞内避難はし

ＪＲ北海道

事故遭遇時社員必携

Ｒ 北 海 道
遇 時 社 員 必 携

《 心 構 え 》

深呼吸して落ち着いてください。
防止とお客様の救護が全てに優先

の連絡を行ってください。
社員としての自覚・誇りをもって

認められる行動を全力で行ってく

る 列 車 で 事 故 が 発 生 し た 場 合 等 ）

《 行 動 内 容 》

を感知したときは乗務員へ報告
けるお客様の避難誘導への協力

防止に向けた列車の抑止手配

電話で事故状況を速報

話番号→Ｐ９参照 ）
車〕（１１９）/警察（１１０）

（ 電話番号→Ｐ１０参照 ）

(1/10)

社

安全報

を目的に、運

を定めました

期消火の限界

を制定しま

1 月より全社

は胸部の目

ズの社員必携

明は列車進

500ｍ以上の

ます。トンネ

か、懐中電灯

しご     ⾞内

先

て、

く

社員必携 

報告書 2018

転士、車掌、

た。 

界を明記し、

した。 

社員に救護ワ

立つ場所に

携も併せて携

進入時、自動

のトンネルに

ネル出入口に

灯を増備して

内懐中電灯 
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ワ

に

携

動

に

に

て



６ 重⼤事故
 

○⾞輪管
車輪踏

による予備

また、

置」の設

を削正す

○教育
車輪管

す。また

車・シミ

 

 

 

 

 

 

 

 ○安全研
安全研

止める」

訓につい

 
（２）函館

○記録を
検査デ

管理に関

の管理強

○検査デ
業務の

に新たな

マスター

「マヤ 3

の信頼性

○検査か
検査ル

に基づい

 

 

故等の再発防

管理の取り
踏面の検査基

備車の確保

列車が走行

設置を行いま

することができ

・訓練の充
管理に関わる

、乗務員に対

ミュレーターを

⾞輪管

研修の実施
研修において

「絶対に守る

いて教育を行

館線⼤沼駅
を重視する

データの記録

関する『手引

強化など軌道

データのシ
の効率化及び

な保線設備管

、記録装置

35 形」の導

性向上を図り

から補修に
ルールの見直

いた的確な補

防⽌の取り組

り組みの強化
基準の見直し

保によりメンテ

行した状態で

ました。車輪

きる「在姿車

充実 
る社員に対し

対して「最悪

を使用し避難

管理科研修（集

施 
て、「お客様の

るべき安全の

行っています。

駅構内貨物列
る検査ルール
録・管理ルー

引き書』として

道変位管理体

システム化 
び検査データ

管理システム

置付きデジタル

導入及び各種

りました。 

に⾄る⼀連の
直し及び検査

補修を行って

組み 

化 
しを行うととも

テナンス行うた

で車輪の擦傷

に擦傷や熱

車輪旋盤」の

して知識・技

悪の場合を想

難誘導訓練な

集合研修）   

の命を守る」

の基準を維持

 

列⾞脱線事
ルの⾒直し
ールの明確化

て線路維持管

体制の見直し

タの改ざん防

ムを導入しまし

ル標準ゲー

種検査器具類

の作業を確
査データのシ

います。 

－30－

もに、「減速

ための時間を

傷や熱亀裂等

熱亀裂等が発

の増設をしま

技能及び理解

想定し自ら判

などを実施し

       

「安全第一

持する」「現

事故への対応
し 
化、検査デー

管理マニュア

しを行いまし

防止のため、

した。併せて

ジ、新型の

類の統一化に

確実に⾏う取
システム化に

速」による車両

を確保するこ

等を検出する

発生した際に

ました。 

解度向上を図

判断し行動す

しています。

     

一、安定第二

現地の判断が

応 

ータに対する

アルの制定及

した。 

平成 29 年

て、新型トラ

高速軌道検

により検査デ

取り組み
により検査デ

両へのダメー

こととしました

ることができる

車体と台車を

図るための集

する」ことがで

 

 避難誘導訓

二」「危ないと

が最優先であ

る多重チェッ

及び業務分担

3 月

ラック

測車

データ

ータの信頼

安全報

ージ低減及び

た。 

る「車輪フラ

を分離するこ

集合研修を実

できるよう各

訓練 

と思ったらす

ある」などこ

ックの実施、

担の明確化

頼性を高め、

新型トラック

報告書 2018

び「減便」

ラット検出装

ことなく車輪

実施していま

各現場にて実

すぐに列車を

の事故の教

線路の維持

や実施状況

検査データ

クマスター
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装

輪

ま

実

を

教

持

況

タ



６ 重⼤事故
 

○保線安
9 月 19

再発防止

ています

社を含む

の討議等

○コンプ
大沼駅

育、検査

が年 1 回

また、

ンス相談

○本社に
平成 2

できる体

状況に対

務プロセ

 ○安全研
安全研

列車の運

ールを守

○PC マ
軌道修

化等の線

 
（３）キハ

この事

着心をも

護対策を

また、

対策を平

ンへの負

いた全列

講じました

なお、

行う場合

しなけれ

めつける

教訓につ

故等の再発防

安全の⽇の
9 日を「保線

止への思いを

す。平成 29

む約 1,200 名が

等を実施しま

プライアン
駅構内脱線事

査から修繕まで

回受講してい

コンプライア

談窓口の改善

による現業
25 年に工務部

体制としました

対するフォロー

セス管理の体

研修の実施
研修において

運転を行って

守らなかった

マクラギ化等
修繕に関する

線路設備の更

ハ１８３系
事象を受け、車

もって、原因究

を講じることで

出火原因で

平成 26 年度に

負荷を軽減さ

列車について

た。 

安全研修に

合は、装置や

れば想定外の

るのではなく、

ついて教育を

防⽌の取り組

の取組み 
安全の日」と

を風化させな

年度は全保

が参加し、安

ました。 

ンス教育の強
事故を契機と

での適正化等

います。 

アンスの強化

善、周知徹底

業機関への⽀
部に業務支援

た。また、保

ーを実施して

体系化も行って

施 
て、「絶対に守

てはならない

ことにより安

等の推進 
る 5 カ年計画

更新を推進し

系エンジン
車両不具合

究明に努める

で安全性を向

であるスライジ

に実施したほ

させるため、1

て、120km/h

において、車

やシステム全体

の重大事象に

、装置やシス

を行っています

組み 

として制定し

ない取り組み

保線職場にお

安全講話、事

強化 
とした一連の

等をテーマと

化のため、勉

底を行ってい

⽀援及び指
援室を新設し

保線課長等が

ています。専

ています。

守るべき安全

、「安全の担

安全が崩れる

画を策定し必

しています。

トラブル（
を認めた場合

るとともに、多

向上していま

ジングブロッ

ほか、車両や

30km/h で走

に減速する

両の設計や

体への影響

につながる、

ステム全体を

す。 

－31－

し、一連の事象

みを各保線所

おいて軌道関

事故事例紹

の事象の振り

とした保線技

強会及び職

ます。 

指導体制の確
し、管理室の

が保線所の定

専用ファイル

全の基準」を満

担い手は自分

る」というこの

必要修繕費を

 

（重⼤インシ
合は執

多重防

ます。 

ック損傷

やエンジ

走行して

る対策を

や改造を

響を考慮

対策にあた

をとらえて原

象を振り返り

所単位で実施

関係グループ

紹介、事象事

り返り、鉄道

技術者講習会

職場内講習会

確⽴ 
の検査業務を

定例会議に

ルサーバーを

満たしていな

分自身である

の事故の教訓

を確保した上で

シデント）

たっては個々

原因究明する

り、

施し

プ会

事例

運営に対する

会を実施して

会を実施して

を定期的に確

出席し意見交

を活用した本

ない場合は、

ること」「自

訓について教

で、PC マク

への対応 

々の部品の不

ることが重要で

「

安全報

る基本姿勢

ており、保線

ているほか、コ

確認し迅速に

交換を行い

本社と各保線

列車に運休

分一人が決

教育を行って

クラギ化・ロ

不具合である

であるという

「保線安全の⽇」

報告書 2018

の指導・教

関係全社員

コンプライア

にフォローが

、業務実施

線所等との業

休が出ても、

決められたル

ています。 

ロングレール

ると安易に決

うこの事象の

の講話 
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教

員

ア

が

施

業

ル

ル

決

の



６ 重⼤事故
 

（４）函館
平成 2

再発防止

え、嵐山

した。電

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

６－2 運
（１）留萌

平成

車と衝

を行い

・地元

・全道

に全

 

（2）函館
平成

る事故

の除雪

原因

が、再

を行っ

※銭函

 

故等の再発防

館線嵐⼭ト
27 年 12 月 27

止対策の検討

トンネルにお

電化区間のそ

運輸安全委員
萌線 ⼤和

成 29 年 6 月

衝突し、自動

いました。 

元関係者と協

道の第 4 種踏

全 75 箇所の

館線 銭函駅
成 29 年 12 月

故が発生しま

雪装置付き前

因はいずれも

再発防止に向

ています。 

函駅構内の列

断熱防⽔

防⽌の取り組

トンネル内出
7 日に発生し

討を目的とし

おいて耐火性

その他のトンネ

員会の調査
和⽥駅〜藤⼭

20 日、大和

車の運転手

協議を行い、

踏切道へ気笛

設置を完了

駅構内列⾞
月 6 日、銭函

ました。また、

前頭車が脱線

も列車が踏切

向け、荒天時

列車脱線事故

⽔板復旧の断⾯イ

組み 

出⽕事象へ
した函館線 

して設置した

性能を向上さ

ネルについて

査対象とな
⼭駅間踏切

和田駅～藤山

が亡くなる踏

平成 30 年

笛吹鳴標識を

しました。

⾞脱線事故へ
函駅構内の銭

平成 29 年

線しました。

切内のフラン

時には踏切除

故については

イメージ図 

－32－

への対応 
伊納～近文

「函館線嵐

させ、部材垂

ても同様の対

った事故の
切障害事故へ
山駅間の神社

踏切障害事故

3 月 29 日に

を設置する計

故への対応
銭函西部踏切

12 月 26 日に

 

ンジウェイ内の

除雪を優先的

は運輸安全委

文間嵐山トンネ

山トンネル調

垂下対策を施

対策を順次進

の対策 
への対応

社道路踏切道

故が発生しま

に当該踏切を

計画を 2 年前

切付近で回送

には南稚内駅

の雪氷等に乗

的に行うなど

委員会で調査

ネル内の出火

調査委員会」

施した断熱防

進めておりま

道（第 4 種踏

ました。この

を廃止しました

前倒しし、平

送列車が脱線

駅構内の抜海

乗り上げ脱線

どフランジウェ

査中です。 

断熱防⽔板設

安全報

火事象の原

」の調査報告

防水板への張

ます。 

踏切道）で

の事故を踏ま

た。 

平成 29 年 9 月

線した後、再

海道路踏切

線したものと

ェイを確保す

設置後の状況 

報告書 2018

因究明及び

告書を踏ま

張替を行いま

自動車が列

まえ次の対策

月 25 日まで

再び載線す

で排雪列車

と思われます

する取り組み
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び

ま

策

で

車

す



７ お客様、
 

 

７ お客

７－１ お
（１）踏切

春・秋

協力をい

踏切・駅

防止の協

また、

の公共交

平成 2

限のオー

しました。

た「運行

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

、地域の皆様

客様、地域

お客様、地
切事故防⽌

秋・冬・厳寒

いただき、「

駅頭等におけ

協力要請、ラ

厳寒季の踏

交通機関での

29 年 7 月 30

ーバーハング

。このため、

行管理者講習

踏切事故防

様との連携 

域の皆様と

地域の皆様と
⽌キャンペー
寒季の年に 4

「踏切事故防

けるポケットテ

ラジオ放送で

踏切事故防止

のポスター掲

0 日に千歳線

グに接触した

架線と接触

習会」で放映

防⽌リーフレット

との連携

と共に⾼め
ーン 
4 回、北海道

防止キャンペ

ティッシュ・

での事故防止

止キャンペー

掲出による踏

線の踏切にお

たにもかかわ

触し火花が出

映するなど踏

ト 

千歳線⾳

－33－

める安全 

道運輸局、北

ペーン」を実

リーフレット

止の呼びかけ

ンでは、列

切事故防止

おいてトラック

らず、無理に

出ている映像

踏切事故防止

⾳江別⾼台踏切で

北海道、北海

実施しています

トの配布、主

けを行ってい

車内ポスター

止啓発を実施

クの荷台に積

に進入し立ち

像を自動車運

止への協力の

での架線接触の映

海道警察、交

す。期間中

主要駅や列車

います。 

ー掲出に加え

施しました。 

積んだバック

ち往生すると

運送事業者の

の呼びかけを

映像 

踏切事故防⽌

安全報

交通関係協

は、ポスター

車内での放送

え、JR 北海

クホウのアー

という悪質な

の運行管理者

を行いました

⽌列⾞内ポスター

報告書 201８

協力団体のご

ーの掲出、

送による事故

海道バスなど

ームが高さ制

事象が発生

者を対象とし

た。 

ー 

 

 

ご

故

ど

制

生

し



７ お客様、
 

 

（２）⾼齢
 自動車

安全啓発

報知装置

じ込めら

押して脱

の一般公

切事故防

 
（３）踏切

踏切で

ります。踏

車の交通

ついて道

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

７－２ お
当社ホ

て、当社

平成 29

ています

場合には

、地域の皆様

齢者・地域
車教習所にお

発を実施した

置（非常ボタ

られた時はあ

脱出する体験

公開にあわせ

防止の呼びか

切の廃⽌及
で列車と大型

踏切事故を

通規制拡大（

道路管理者と

お客様から
ホームページ

社に対するご

9 年度は約

す。お客様か

は、迅速にお

1

1

1

0

500

1000

1500

2000

H

様との連携 

域の皆様に向
おいて高齢ド

たほか、地域

タン）を活用し

あわてずに車

験講習を実施

せ来場者へ踏

かけを行いま

及び交通規制
型自動車が衝

未然に防止

（大型自動車

と継続して協議

らのご意⾒ 
ジのメールフ

ご意見・ご要

4,600 件の

からいただいた

お答えできるよ

562 1557

79 78
154 151

795 1786

H22 H23

向けた啓発
ドライバーを対

域の皆様を対

した体験講習

でそのままし

施しました。ま

踏切啓発資材

ました。 

制拡⼤への
衝突すると列

するため、ハ

車の通行規制

議を行ってい

ォームや各駅

望を承ってお

「お客様の声

たご意見には

よう努めてい

1553

77
150

1780

H24

踏

－34－

発活動 
対象とした踏

対象に踏切支

習や踏切内に

しゃ断ポール

また、苗穂工

材を配布し、

の協議 
列車にご乗車

ハード対策と

制・冬期間一

いきます。

駅に設置して

おります。

声」をいただ

は、必要な措

います。 

1552 152

77 74
149 142

1778 174

H25 H26

踏切数の推移踏切数の推移

踏切

支障

に閉

ルを

工場

踏

車のお客様に

とあわせて踏

一時使用停止

ているご意見

だき、その中

措置を講じる

8 1487

70
2 135

4 1692

6 H27

移

踏切

※踏切数は年

甚大な被害

踏切の廃止や

止）、迂回誘

見箱「グリー

中には安全に

るとともに、お

1472 14

69 6
131 12

1672 16

H28 H

桑園⾃動⾞
内に閉じ込めら

年度末時点での数

安全報

害が及ぶ可能

やソフト対策

誘導のための

ーンボックス」

に対するご意

お客様に回

471

69
20

660

29

第4種

第3種

第1種

⾞学校で⾏われた
られた時の脱出の

数値 

報告書 201８

能性が高くな

策として自動

看板設置に

などを通し

意見も含まれ

答が必要な

種

種

種

た 
の体験講習 

 

 

な

動

に

し

れ

な



８ 「輸送の
監督命令

 
 

８ 「輸
関する
の計画

 

平成 2
な運営に
び 12 月に
計画」と
り組み計

「措置
長等が目
としていま

実施状
ついては

 

１．⽇々
①会社

続き
②現場

は、
・常

つ
・法
・安

感
・ト

た
③本社

題に
２．第⼀
（１）改

①社内
・ま

は
プ

・コ
的
必

・公
徹

の安全に関す
令」及び「事

輸送の安全
る監督命
画」 

26 年 1 月に
に関する監督

に「事業改善
という）を策定

計画であり、現
置を講ずるた
目標の達成度
ます。このト

状況を課長等
は、その理由

事業改善
々の輸送の安
社全体を挙げ
き励⾏。 
場における毎

以下を徹底
常に安全を第
つこと。 
法令や規程等
安全を脅かす
感であること
トラブル等の
た判断や対応
社において、
に対して迅速
⼀歩の改善 
改ざんの根絶 
内におけるコ
まず経営陣が
はならない問
プライアンス
コンプライア
的に⾒直し、
必要性を理解
公益通報制度
徹底。 

する事業改善
事業改善命令

全に関する
命令」及び

国土交通大
督命令」（以下

善命令・監督
定し、国土交
現在その完遂

ための計画」
度合いを把握
トレースは、
等及び安全統
由を究明し、

善命令・監督
全確保 

げての毎⽇の安

毎⽇の業務の
底。 
第⼀にすると

等のルールを遵
すおそれのあ
と。 
の際には安全確
応を⾏うこと。

現場の状況を
速に対応。 

ンプライアン
が、改ざんの悪
問題であるこ
ス徹底の必要性
アンスに関す

全職員がコ
解するよう社内
度の積極的な活

善命令及び事業
令・監督命令に

る事業改善
び「事業改

大臣より「輸送
下、「事業改
督命令による
交通大臣に報
遂に向けて取
で計画した

握し、その内
安全推進部

統括管理者と
取り組みの強

督命令 

安全確認を、

の実施に当た

いう基本認識

遵守すること
る事象に対し

確保を最優先
。 
を常に把握し

ンスの徹底
悪質性及びあ
とを認識し、
性を⼗分理解
る社内研修を
ンプライアン
内教育の徹底
活⽤について

業の適切かつ
による措置を

  －35－

善命令及
改善命令・

送の安全に関
改善命令・監
る措置を講ず
報告しました
取り組んでい
具体的な取

内容を安全統
部担当責任者
と主管部長が
強化もしくは

引き

たって

識を持

と。 
して敏

先とし

し、問

毎朝
者と
施し

あって
コン

解。 
を抜本
ンスの
底。 
て周知

２．
（１

①

つ健全な運営
を講ずるため

び事業の
・監督命令

関する事業改
監督命令」と
ずるための計
た。これらの
います。 

取り組み内容
統括管理者と
者が中心とな
が確認を行っ
は計画を見直

措置

朝、指令から
と主管部⻑等
しています。

第⼀歩の改
１）改ざんの
①社内におけ

・会社幹部
 
 
・社外専⾨

ンプライ
 
・ＪＲ北海

窓⼝の改

に関する 
の計画」

の適切かつ
令による措

改善命令及び
という）を受

計画」（以下、
の計画は、当

は、四半期毎
と主管部長が
なり、着実に
った結果、実
直すこととして

を講ずるた

らの状況報告を
等による「安全

善 
根絶 

けるコンプライ
部へのコンプラ

⾨家のコンサル
アンス研修計

海道グループコ
改善及び周知徹

安全報

つ健全な運
措置を講ず

び事業の適
受け、平成 2

、「措置を講
当社にとって

毎に本社の
が確認するト

に実施していま
実施できてい
ています。 

ための計画

をもとに安全
全確認」を継

イアンスの徹
ライアンス教

ルティングを
計画の策定 

コンプライア
徹底 

報告書 2018

運営に 
ずるため

切かつ健全
26 年 7 月及

講ずるための
最重点の取

主管部の課
トレース体制
ます。 

いない内容に

画 

全統括管理
継続して実

徹底 
教育の実施

をもとにコ

アンス相談

8 

め

全
及
の
取

課
制

に



８ 「輸送の
監督命令

 
 

②安全
職員
・会

全
・軌

全
教

・軌
同

③記録
・軌

い
・軌

同
④改ざ

・機
管

 
・検

者
確

・軌
同

⑤改ざ
境の
・改

の
・悪

告
（２）安

①安全
・安

各
・安

確
 
 

の安全に関す
令」及び「事

事業改善
全意識の徹底
員教育体制の
会社全体で、
全性向上のた
軌道部⾨で、
全関係法令等
教育体制の抜
軌道部⾨以外の
同様の視点で
録を重視する
軌道部⾨で、
いて規程化、
軌道部⾨以外の
同様の視点で
ざんを防⽌す
機械により検
管理するシス

検査補修につ
者等による適
確⽴。 
軌道部⾨以外の
同様の視点で
ざんが⾏われ
の整備 
改ざんを⾏っ
の厳正な社内
悪質な改ざん
告発等、厳格
安全管理体制
全統括管理者
安全統括管理
各部⾨を統括
安全統括管理
確認を⾏う体

する事業改善
事業改善命令

善命令・監督
底及び安全知識
の再構築 

安全確保の必
ための努⼒の重

検査・補修の
等に関する知識
抜本的再構築。

の全ての技術
で検証。 

ルールの策定
検査・補修の
徹底。 
の全ての技術

で検証。 
する作業環境の
検査し、検査デ
ステムの導⼊。

ついて多重チ
適切な指導監督

の全ての技術
で検証。 
れた場合にお

った者に厳し
内規程の整備
んは、⾏政・司
格な対応。 

の再構築 
者の業務体制の
理者の機能の実
括管理する体制
理者が安全対策
体制を確⽴。 

善命令及び事業
令・監督命令に

督命令 
識の向上に関

必要性を徹底
重要性を認識
の意義の徹底
識の向上のた
。 
術部⾨におい

定及びその徹
の実施・記録

術部⾨におい

の整備 
データを⾃動
。 

ェックや現場
督のための体

術部⾨におい

ける厳しい処

い処分をする
・確実な適⽤
司法当局に通

の刷新 
実効性を担保
制を確⽴。
策の着実な推

業の適切かつ
による措置を

  －36－

関する

底、安
識。 
底。安
ため、

いても、

徹底 
録につ

いても、

動的に

場管理
体制を

いても、

処分環

るため
⽤。 
通報・

保し、

推進、

②

 
 
 

③

④

⑤

 
（２

①

つ健全な運営
を講ずるため

措置
②安全意識の

職員教育体
・全社員を
・安全研修
・各系統に
・保安装置(

③記録を重視
・検査の実

記録の管
・検査記録
 

④改ざんを防
・検査のシ

新型トラ
ュリティ

・⾞両部⾨
導⼊ 

 
 
 

⑤改ざんが⾏
境の整備 
・就業規則

等の不正
・故意の安

２）安全管理
①安全統括管

・⽇々発⽣
管理者と
確認結果
て極⼒具

・安全統括
・安全統括

に関する 
の計画」

を講ずるた
の徹底及び安全
体制の再構築 
を対象とした安
修室の展⽰内容

おける事故事
(ATS)損壊事

視するルールの
実施責任者、記
管理者、保管期
録簿（野帳）の

⽌する作業環
ステム化（マ

ラックマスター
ーの向上とデ

⾨における新た

⾏われた場合に

則を改正し、安
正変更を懲戒基
安全運⾏阻害⾏

体制の再構築
理者の業務体

⽣した事象への
と各部⻑等によ
果および⽇々留
具体例を⽰して
括管理者による
括管理者安全ミ

安全報

ための計画
全知識の向上

安全研修の実
容の⾒直し・
事例集の作成

事象再発防⽌の

の策定及びそ
記録項⽬、記
期間等の明確
の様式の統⼀

環境の整備 
マヤ⾞のシス
ーの導⼊）に
データ処理の
たなＷチェッ

における厳し

安全運⾏に必
基準に追加 
⾏為を厳しく

築 
体制の刷新 
の対応（毎朝
よる安全確認
留意すべき事
て現場⻑へ周
る現場巡回 
ミーティング

報告書 2018

画 
上に関する

実施 
充実 

成と活⽤ 
の取り組み

その徹底 
記録⼿段、
確化 
⼀ 

ステム改修、
によるセキ
の⾃動化 
ック体制の

しい処分環

必要な数値

く懲戒 

朝安全統括
認を実施、
事項につい
周知） 

グの開催等
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８ 「輸送の
監督命令

 
 

②安全
・重

明
・輸

に
・そ
・経

③事故
の確
・安

役
・⾞

に
・⾞

同
④内部

・内
し
を

・監
令
強

⑤安全
・安

先
 

⑥安全
・①

安
（３）安

①現場
・軌

体
 
・外

は
プ

の安全に関す
令」及び「事

事業改善
全推進委員会
重要と考えら
明・対策を調
輸送の安全を
について調査
その他設置⽬
経営陣は審議
故等の原因究
確⽴ 
安全推進部が
役割を果たす
⾞両部⾨にお
に⾏う体制を
⾞両部⾨以外の
同様の視点で
部監査等の体
内部監査につ
しつつ、安全
を⾏う体制を
監査役による
令への適合性
強化。 
全推進部の強
安全推進部が
先的・円滑に

全管理規程等
①から⑤まで
安全管理規程
安全確保を最
場の業務実施
軌道部⾨にお
体制の確⽴。

外注の活⽤に
は、適正な発
プライアンス

する事業改善
事業改善命令

善命令・監督
会の運⽤の⾒直
られる事故等
調査審議。 
を確保するため
査審議。 

的に沿った適
議結果を尊重し
究明・再発防⽌

が事故の原因究
す体制を確⽴。
おいて、技術
を確⽴。 

の全ての技術
で検証。 
体制の充実 
ついて、専⾨性
全管理の実施状
を確⽴。 
る監査について
性等に関する監

化 
が会社全体の安

⾏える体制へ

の⾒直し 
での事項の確実
程等を⾒直し。

優先とする事
施体制の確⽴ 
おける現場の効

 

について検討
発注⼿続の確保
スの徹底の監督

善命令及び事業
令・監督命令に

督命令 
直し 
について、原

めの総合的な

適切な運⽤の
し、確実に実
⽌対策の検討

究明等の主導
。 
的な調査等を

術部⾨におい

性と独⽴性に
状況に関する

て安全に関す
監査を⾏う体

安全管理業務
への⾒直し・

実な実施のた
。 
事業運営の実

効率的な業務

。活⽤する場
保、外注先の
督。 

業の適切かつ
による措置を

  －37－

原因究

な事項

の確保。
実施。
討体制

導的な

を的確

いても、

に留意
る監査

する法
体制の

務を優
強化。

ため、

実現 

務実施

場合に
のコン

②

③

④

⑤

⑥

 
（３

①

つ健全な運営
を講ずるため

措置
②安全推進委

・安全推進
事項の整

・安全推進
・各系統に
・各系統に

設置 
③事故等の原

の確⽴ 
・事故報告
・安全に関

徹底した
・４Ｍ４Ｅ
 
 

④内部監査等
・現場⻑に
・各系統の

⻑⾃主監
・監査部に
 
 

⑤安全推進部
・安全推進

直し 
・安全推進

⑥安全管理規
 

３）安全確保
①現場の業務

・計画的な
・保守間合

る保守作
 
 

に関する 
の計画」

を講ずるた
員会の運⽤の

進委員会におい
整理 
進委員会開催頻

おける安全推
における安全推

原因究明・再発

告に関する社内
関するリスクが
た原因の究明 

による事故分

の体制の充実
よる⾃主監査

の主管部及び安
監査の状況の確

よる⾃主監査

の強化 
進部の建制順を

進部の⼈員増強
規程等の⾒直し

を最優先とす
務実施体制の確
な補修作業等の
合いの拡⼤及び
作業の改善 

安全報

ための計画
の⾒直し 
いて調査・審

頻度、出席者
推進会議の設
推進委員会専

発防⽌対策の

内規程の⾒直
が⾼い事象に

分析⼿法の導

実 
査の実施 
安全推進部に
確認 
査の実施状況

を上位とする

強 
し 

する事業運営
確⽴ 
の外注 
び作業の機械

報告書 2018

画 

審議すべき

者の⾒直し
設置 
専⾨部会の

の検討体制

直し 
についての

導⼊ 

による現場

況の確認 

る組織の⾒

営の実現 

械化等によ
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８ 「輸送の
監督命令

 
 

・Ｐ
作
化

 
 
 
 

②技術
・熟

Ｔ
・現

練
・外

め
③当⾯

・「安
し
を
活

④安全
定・

 
（４）技

①各種
確認
・全

要
認

②本社
・本

す
の
導

 
③⾞両

・全
多

の安全に関す
令」及び「事

事業改善
ＰＣまくら⽊
作業⽅法の⾒
化。 

術伝承のため
熟練技能者を
Ｔ教育要員の
現場職員の技
練の充実。 
外注管理に必
めの教育訓練
⾯の必要な安
安全基本計画

し、安全投資
を策定・実施
活⽤の前倒し
全意識の徹底
・徹底(再掲) 

技術部⾨の業
種規程等の検
認及び⾒直し
全技術部⾨で
要な改正・整
認、状況の変
社の現場に対
本社が、現場
するとともに
の提案を踏ま
導等を⾏う体

両部⾨におけ
全ての現場で
多重のチェッ

する事業改善
事業改善命令

善命令・監督
⽊の導⼊、現場
⾒直し等軌道部

の教育体制の
を教育業務に特
の⼈材確保。 
技術⼒向上を

必要な知識・経
練体制を導⼊。

全投資の推進
画」の設備投
資と修繕に関
施。600 億円
しも検討。 
底、記録を重視

務実施体制の
検証、改正・整

 
で、全ての規程
整備、周知徹底
変化等に応じた

する指導体制
場の状況を把握
に、現場の課題
まえた対応策の
体制を確⽴。 

ける多重のチェ
で、検修作業の

ク体制の確⽴

善命令及び事業
令・監督命令に

督命令 
場の状況に応
部⾨の業務の

の検討 
特化させる等

図るための教

経験を習得す
。 
進等 

投資関連部分を
する５年間の
の設備投資⽀

視するルール

の改善 
整備、周知徹

程等を検証し
底、遵守状況
た⾒直し。
制の確⽴ 
握する体制を
題を整理し、
の検討、必要

ェック体制の
の結果につい
⽴。 

業の適切かつ
による措置を

  －38－

応じた
の効率

等ＯＪ

教育訓

するた

を⾒直
の計画
⽀援の

ルの策

徹底、

し、必
況の確

を整備
現場

要な指

の確⽴ 
いての

②

③

④

（４
①

②

③

つ健全な運営
を講ずるため

措置
・線路設備

ギの導⼊
・副本線の

⽤停⽌に
・タブレッ

導⼊ 
・軌道変位

②技術伝承の

③当⾯の必要
・平成 26 年
・安全投資

④安全意識の
定・徹底（
・（１）②、

４）技術部⾨
①各種規程等

確認及び⾒
・規程、マ
 
 

②本社の現場
・⼯務部に

務実施状
・⼯務部に
・⼟⽊部⾨

しくみの
③⾞両部⾨に

・（１）④に

に関する 
の計画」

を講ずるた
備の更新・強化
⼊ 
の使⽤停⽌等、

よる検査数量
ト端末による

位等に対する運
ための教育体

な安全投資の
年度予算計画

資と修繕に関す

の徹底、記録を
再掲） 
③に同じ 

の業務実施体
等の検証、改正

直し 
マニュアルの改

に対する指導
における業務⽀
状況の監査とフ

おけるボトム
⾨における本社
の構築 

おける多重の
に同じ 

安全報

ための計画
化の推進、Ｐ

、低頻度利⽤
量の削減 
る各種検査記

運転規制値の
体制の検討 

の推進等 
画の策定 
する５年間の

を重視するル

体制の改善 
正・整備、周

改訂 

導体制の確⽴
⽀援室を設置
フォローアッ
ムアップ体制
社が定期的に

のチェック体

報告書 2018

画 
ＰＣマクラ

⽤設備の使

記録⼿法の

の制定 

の計画策定

ルールの策

周知徹底、

⽴ 
置による業
ップの実施
制の構築 
に把握する

体制の確⽴ 
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８ 「輸送の
監督命令

 
 

（５）第三
置 

・安
加
員

３．更な
①安全

ため
・安

構
の

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

②安全
・各

い
・実

全
・安

性
 
 

の安全に関す
令」及び「事

事業改善
三者による安

安全対策等の
加対策等の提
員会等の形態
なる安全確保
全意識の啓発
めの組織の整
安全意識の啓
構築のため、
の組織や取組

全確保のため
各分野で安全
いての計画の
実施状況を定
全⽬標及び計
安全確保のた
性の徹底。 

する事業改善
事業改善命令

善命令・監督
安全対策監視

の実⾏に関して
提案を⾏う第三
態の常設の組織

へ 
発や安全⾵⼟の
整備 
啓発や安全のた

⾃社にふさわ
組みの検討。 

のＰＤＣＡサ
全⽬標を設定
の策定。 
定期的に検証
計画の⾒直し。
ためのＰＤＣ

善命令及び事業
令・監督命令に

督命令 
視委員会(仮称

て監視・助⾔
三者による諮
織の設置。

の構築を実施

ための企業⾵
わしい特別な

サイクルの確
、必要な対策

、必要に応じ
。 
Ａサイクルの

業の適切かつ
による措置を

  －39－

称)の設

⾔、追
諮問委

（５

施する

⾵⼟の
な専⾨

確⽴ 
策につ

じ、安

の重要

３．
①

②

つ健全な運営
を講ずるため

措置
５）第三者によ

置 
・「ＪＲ北海

更なる安全
①安全意識の

ための組織
（ア）コンプ

・経営理念
・経営幹部

える取り
・企業⾏動
・コンプラ

化の実施
・懲戒処分
・情報公開

（イ）安全意
・「安全意識

るための
・職場での

の構築
・現在実施

の受講対
・安全研修
・職場毎の
・他社の取

え⾜りな
②安全確保の

・安全⽬標
の設定

・定期的な
直し 

・ＰＤＣＡ
 
 

に関する 
の計画」

を講ずるた
よる安全対策

海道再⽣推進

確保へ 
の啓発や安全⾵
織の整備 
プライアンスの
念等の⾒直し 
部が社員に対

組み 
動委員会の⾒直
ライアンスを徹
施 
分の社内周知 

のあり⽅⾒直
識を⾼めるた

識の啓発や安
の組織」とする
の⾃発的な取

施している集合
対象者の拡⼤ 
修館の創設 
の安全会議・訓
取り組みを参考
ない取り組みの

ためのＰＤＣ
標「事故による

な実施状況の検

サイクルの重

安全報

ための計画
策監視委員会(

進会議」の設置

⾵⼟の構築を

の徹底 

し直接メッセ

直し 
徹底させる教

直し 
ための取り組

安全⾵⼟の構築
るための⼈材
り組みを育て

合教育による

訓練の実施 
考に当社の現
の抽出 
ＣＡサイクル
るお客様の死

検証と必要な

重要性の徹底
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画 
(仮称)の設

置 

を実施する

セージを伝

教育と浸透

組み 
築を実施す

材の育成 
てるしくみ

る安全研修

現状を踏ま

ルの確⽴ 
死傷ゼロ」

な計画の⾒

底 
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計
向

・本
全
い

④安全
職員
・③

コ
 
・ヒ

境
上
っ

 
 
9 安全
 

（１）背
北海

方で札

時代の

鉄道

考えの

まいま

結果

列車脱

からご

 

（2）「絶
安全

維持し

私た

一連の

これ

言をい

「絶

です。

9 安全を確
の安全に関す
令」及び「事

事業改善
社全体を通じ
安全性向上の

計画」等の⾒
向けた実⾏性
本社・⽀社・
全対策を効率
い会社組織の
全を確保する
員の参画 
③の計画の⾒
コンプライア

ヒヤリ・ハッ
境の整備等、
上させること
って業務に当

全を確保す

背景 
海道の鉄道は

札幌圏以外は

の長期化によ

道運輸収入や

のもと収支均衡

した。 

果として、それ

脱線事故に至

ご批判とお叱り

絶対に守る
全はできる範

していないと安

たちは、この

の事故・事象

れは JR 北海道

いただいてい

絶対に守るべ

 

確保するため
する事業改善
事業改善命令

善命令・監督
た安全性向上

のための⾏動
⾒直しの検討
性のある計画の

現場組織のあ
率的に推進し得
の検討・整備。
る企業⾵⼟を構

直しへの全職
アンスや安全意

ット情報を報告
職員⼀⼈⼀⼈

とについて、常
たるよう体制

するための

は、当社発足

は人口の減少

より経営安定

や経営安定基

衡を図るため

れが平成 23

至る一連の事

りをいただく

るべき安全
範囲でやるの

安全を損なう

ことを石勝線

象から学びま

道再生推進会

ることでもあ

べき安全の基

めの事業範囲
善命令及び事業
令・監督命令に

督命令 
上のための取

動計画」、「安全
、徹底的な再
の策定。 
あり⽅を含め
得る最もふさ
。 
構築するため

職員の参加を
意識の醸成。

告しやすい職
⼈が、安全性
常に問題意識
制の確⽴。

の事業範囲

足後 30 年の

少や道路網の

基金運用益

基金運用益が

め、長期間に

年石勝線列

事故・事象を

くこととなりま

の基準」を
のではない。

う結果となる

線列車脱線火

ました。 

会議からもご

あります。 

基準」を満た

の⾒直し 
業の適切かつ
による措置を

  －40－

取組み 
全基本
再⽣に

め、安
さわし

めの全

を通じ、
 

職場環
性を向
識を持

③

④

 

囲の⾒直し

の経過ととも

の整備等によ

益は大幅に減

が減少する中

にわたり安全

列車脱線火災

を発生させる

ました。 

を維持し安
安全には

るため、決し

火災事故か

ご指摘をいた

たし、安全な

つ健全な運営
を講ずるため

措置
③会社全体を

・「安全性向
計画」等

・「ＪＲ北海
・⽀社・現

設置及び
 

④安全を確保
職員の参画
・「安全性向

計画」の
プライア

・「事故と事
よる安全

し 

もに、札幌圏

よりご利用が

減少しています

中、当社は、

全確保に必要

災事故から平

る要因となり

全な鉄道を
「絶対に守る

して列車を走

ら函館線大沼

ただき、「JR

な鉄道を維持

に関する 
の計画」

を講ずるた
通じた安全性

向上のための
等の⾒直し 
海道 安全の

現場を⽀援する
び本社からの⽀

保する企業⾵⼟
 

向上のための
の⾒直しへの社
アンス・安全意
事象の報告及

全を確保する企

圏は人口が増

が減少してい

す。 

できる限り

要な設備投資

平成 25 年の函

り、多くのお客

を維持する
るべき安全の

走らせてはなら

沼駅構内貨

北海道再生

するためには

安全報

ための計画
性向上のため

の⾏動計画」、

の再⽣」の作成
るための新た
⽀援体制の整

⼟を構築する

の⾏動計画」、
社員参画を通
意識の醸成 

及び分類規程」
企業⾵⼟の構

増加しご利用

います。また

り現行の線区

資や修繕費を

函館線大沼

客様や地域

ために 
の基準」があ

らない。 

物列車脱線

生のための提

は、相応の
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画 
めの取組み 
「安全基本

成 
たな組織の
整備 

るための全

「安全基本
通じたコン

」の定着に
構築 

用が増える一

、超低金利

区を維持する

を削減してし

駅構内貨物

社会の皆様

あり、これを

線事故に至る

提言書」で提

資金が必要

8 

一

利

る

し

物

様

を

る

提

要
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しか

を前提

き安全

含む全

 

（3）当
この

公表さ

ついて

ました。

関係の

 

 

〔参 考
① 経営

当社

業全体

勢を勘案

されまし

 

②今後
当社

考え方

全体の

 

③鉄道
一度

多い区

莫大な

ご利

た輸送

また、

地へ向

町の構

9 安全を確
の安全に関す
令」及び「事

かしながら、

提に今後の収

全の基準」を

全道で鉄道の

当社単独で維
ことから、当

させていただ

て、線区ごとに

。今後も引き

の皆様とともに

考〕 
営安定基⾦に

社は営業損益で

の営業損失を

案して、7.3％

した。 

後の収⽀⾒通し
社は、事業改善

のもと、安全

収支計画を策

道特性及び鉄道
に多くのお客

間では経済性

費用を要する

用の少ない区

力や停車場の

、高校や病院

かうことになり

造変化に対し

確保するため
する事業改善
事業改善命令

当社の現状

収支を見通し

を満たすため

の運行が困難

維持するこ
当社は、平成

だき、当社発

に協議をお願

き続き、当社

に取り組みを

について 
で約 500 億円

を補うため、経

％ の利回りで運

しについて 
善命令・監督

全投資と修繕に

策定しています

道とバスの特
客様にご利用い

性に優れた交

るため、ご利用

区間では、バ

の設定が可能

院が郊外へ移

りますが、バス

し、バスは柔軟

めの事業範囲
善命令及び事業
令・監督命令に

を見ますと、

した場合、すべ

の資金が十

難となる状況

ことが困難な
成 28 年 11 月

足時から著し

願いし、持続

社の最大限の

を進めてまい

にのぼる大幅

経営安定基金

運用された場合

督命令を受けて

に関する費用

す。 

特徴⽐較につい
いただける鉄

交通手段ですが

用の少ない区

バスなど鉄道以

能など利便性

転し駅から離

スは自宅近く

軟に対応する

の⾒直し 
業の適切かつ
による措置を

  －41－

安全の基準

べての線区を

十分に確保で

況にあります。

な線区への
月に「当社単

しくご利用が

続可能な交通

の経営努力

いります。 

幅な赤字が見

金（6,822 億円

合に、収入の

て以降、何よ

は確実に確保

いて 
鉄道は、大量輸

が、軌道など

区間では、経

以外の交通手

・効率性の観

離れている地域

くのバス停から

ることが可能で

つ健全な運営
を講ずるため

準を維持する

を現状のまま

できない状況

。 

の取り組み
単独では維持

が減少し、鉄

通体系の構築

を前提に国

見込まれたこと

円）が設置され

の概ね 1％ の経

りもまず「絶対

保するため、

輸送・高速輸

どの様々な設備

済性が極めて

手段の方が、

観点からも優れ

域においては

ら直接目的地

です。 

に関する 
の計画」

るための費用

ま維持するた

であり、この

み 
持することが

鉄道特性を発

築に向けて順

・北海道・

とから、国鉄改

れました。この

経常利益を出

対に守るべき

安全に係る費

輸送に適した交

備が必要とさ

て劣るという特

少ないコスト

れています。 

、鉄道利用者

に向かうことも

安全報

用を確実に確

ためには「絶

のままでは札

が困難な線区

発揮できてい

順次協議を行

関係市町村

改革のスキー

の金額は、当

出すことができ

き安全の基準」

費用を先に決

交通手段です

され、これらの

特性があります

トで個々のニー

者はバスに乗

もできます。さ
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確保すること

絶対に守るべ

札幌圏などを

区」について

いない線区に

行ってまいり

村の皆様など

ムとして、事

当時の金利情

きるように設定

」を維持する

めたうえで、

す。輸送量が

の設備維持に

す。 

ーズに対応し

り換えて目的

さらに、地域・

8 

と

べ

を

て

に

り

ど

事

情

定

る

が

に

し

的
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発⽣状況 

に銭函駅構内

列車脱線事故

げ脱線したと

インシデン
デント・インシ
会の調査の対象と
れた鉄道運転事故

「災害原因」

3 185 172

0
114 185

1
118
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4
417
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6 H27 H28

以上の遅延が⽣じ
障、社員の取り扱
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などの⾃然災害に
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10 9
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H26 H27

列車脱

踏切障

鉄道人

鉄道物

故の推移 

■災害原因
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内で回送列車

故を発生させ

と考えられて

ント 
シデントの発
となるインシデ
故等が発⽣する

」が増加して

2 208
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0
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8 H29
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(件)

因

車の脱線事故

せました。原

ています。 

発生はありま
デント 

おそれがあると

ており、「輸送

18 22
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1691
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H22 H23
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ません。 
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送障害」は

30 16
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員

設
設
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事

安全報

日には南稚

れも列車が踏

態 

増加傾向に

33 33
32 35

122 91

36
26

223
185

H26 H27

因」、「鉄道外原因

る輸送障害の推移

は省令に定められ

列車が脱線した事

踏切道において、

車両が道路を通行

は車両等と衝突ま

た事故 

列車または車両の

人の死傷を生じた

列車または車両の

500 万円以上の物

事故 
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内駅構内で

踏切内のフラ

にあります。

29 28
34 48

78
82

31
50172

208

H28 H29

」の３種類です。

移 

れた以下の

事故 

列車または

行する人また

または接触し

の運転により

た事故 

の運転により

物損を生じた

 

8 

で

ラ

。
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鉄道外原因 
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との衝突件数は
れは、鹿との
め、遅延への

災害原因 
災害原因」は
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については、
少傾向にあり
修に携わる鉄

ためです。こ
土木施設の計

の件数は増
のうち鹿との
は減少傾向に
衝突による輸

の波及が大き

は増加傾向に

書 2018

8」の内容や

段にあります
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輸送障害が室

きくなっている
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と修繕に関す
昨年度は増加

よるものやレー
車両検査施工

換を行ってまい

ります。 
る輸送障害件

、鹿との衝突
室蘭線、千
るものと考え
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